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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (百万円) 68,516 71,129 78,362 79,193 80,605

経常利益 (百万円) 3,666 3,927 3,096 2,828 2,967

親会社株主に帰属する

当期純利益
(百万円) 2,199 2,416 1,673 1,265 1,241

包括利益 （百万円） 2,842 2,719 2,980 516 2,350

純資産額 (百万円) 25,625 27,365 29,643 29,603 31,219

総資産額 (百万円) 56,072 65,070 68,352 71,092 89,869

１株当たり純資産額 (円) 700.42 756.37 821.84 820.91 870.53

１株当たり当期純利益金額 (円) 57.98 66.48 46.46 35.19 34.52

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 45.6 41.9 43.2 41.5 34.8

自己資本利益率 (％) 8.7 9.1 5.9 4.3 4.1

株価収益率 (倍) 15.3 14.8 24.4 31.7 41.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 4,788 5,483 3,758 3,235 1,562

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,362 △9,122 △3,405 △5,475 △12,885

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,532 4,022 △801 2,112 10,997

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 8,070 8,460 8,187 8,075 7,726

従業員数
(人)

1,457 1,795 1,933 1,965 2,478

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔364〕 〔1,742〕 〔1,019〕 〔1,098〕 〔1,032〕

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　従業員数は、就業人員数を記載しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高及び営業収益 (百万円) 63,837 63,647 63,321 30,352 2,985

経常利益 (百万円) 2,744 2,903 2,084 741 612

当期純利益 (百万円) 1,329 1,746 1,256 373 543

資本金 (百万円) 3,502 3,502 3,502 3,502 3,502

発行済株式総数 (千株) 38,277 38,277 38,277 38,277 38,277

純資産額 (百万円) 22,157 23,205 24,853 23,549 24,213

総資産額 (百万円) 50,519 58,264 59,922 49,716 62,964

１株当たり純資産額 (円) 607.47 643.41 691.17 655.00 673.61

１株当たり配当額
(円)

15.50 15.50 15.50 15.50 15.50

(内１株当たり中間配当額) (7.75) (7.75) (7.75) (7.75) (7.75)

１株当たり当期純利益金額 (円) 35.03 48.05 34.89 10.37 15.12

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 43.9 39.8 41.5 47.4 38.5

自己資本利益率 (％) 6.0 7.7 5.2 1.5 2.3

株価収益率 (倍) 25.3 20.5 32.5 107.6 95.8

配当性向 (％) 44.2 32.3 44.4 149.5 102.5

従業員数
(人)

657 647 648 64 66

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔39〕 〔47〕 〔52〕 〔26〕 〔－〕

　（注）１　売上高及び営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　従業員数は、就業人員数を記載しております。

４　当社は平成27年10月１日の会社分割により持株会社体制へ移行しております。そのため、従来売上高として

おりました表記を第63期より売上高及び営業収益に変更しております。

５　第63期の経営指標等の売上高及び営業収益、従業員数等の大幅な変動は、平成27年10月１日の会社分割によ

り持株会社体制へ移行したことによるものです。
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２【沿革】

当社(昭和22年設立、立花運輸株式会社、昭和48年５月１日合併により、株式会社永谷園本舗に商号を変更、平成

４年10月１日株式会社永谷園に、平成27年10月１日株式会社永谷園ホールディングスに商号を変更)は、昭和48年５

月１日被合併会社、株式会社永谷園本舗の株式額面を50円に変更することを目的として、同社を吸収合併しました

が、当社は設立後まもなく、一切の営業活動を中止し、その後合併に至る間、事業活動を行っておりませんので、営

業の実体は被合併会社の株式会社永谷園本舗がそのまま存続しているのと同様の状態にあります。

昭和27年５月 「お茶づけ海苔」を考案し、永谷嘉男個人経営により製造販売を開始。

昭和28年４月 東京都港区芝愛宕町に資本金30万円をもって株式会社永谷園本舗を設立。

昭和35年３月 東京都大田区東六郷に六郷工場（現・株式会社永谷園技術開発センター）を建設。

昭和38年10月 三菱商事株式会社及び株式会社東食を発売元とし、販売網を強化。

昭和39年８月 主要都市に営業所を開設し、全国販売網を確立。

昭和47年５月 本社を東京都港区西新橋に移転。

昭和50年４月 茨城県高萩市に高萩工場（現・株式会社永谷園茨城工場）を建設。

７月 福島県いわき市に株式会社サン・フリーズドライ（現・株式会社サンフレックス永谷園、

現・連結子会社）を設立。

昭和51年12月 東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和57年10月 岡山県岡山市に岡山工場（現・株式会社永谷園岡山工場）を建設。

昭和58年10月 東京証券取引所市場第一部に上場。

平成４年10月 株式会社永谷園に商号変更。

平成15年10月 ＩＳＯ９００１：２０００年版認証取得。

平成17年11月 中華人民共和国上海市に上海永谷園食品貿易有限公司(現・非連結子会社)を設立。

平成20年９月 藤原製麺株式会社(現・連結子会社)の株式を取得。

平成21年２月 東京都中央区に株式会社サニーフーズ(現・連結子会社)を設立。

11月 株式会社サニーフーズは東京都港区に移転。

平成22年10月

11月

 

東京都港区に株式会社永谷園プロパティ(現・連結子会社)を設立。

米国カリフォルニア州にNAGATANIEN USA,INC.(現・連結子会社)を設立。

東京都港区(現・本店所在地)に本社ビルを取得。

平成23年７月 NAGATANIEN USA,INC.がNAGATANIEN RS FOODS,LLC(現・連結子会社)の持分を取得。

平成25年11月 株式会社麦の穂ホールディングス（現・連結子会社）の全株式を取得。

 株式会社麦の穂ホールディングスを連結子会社化したことにより、株式会社麦の穂、

Muginoho International, Inc.他２社が連結子会社、Sweet Meal Co.,Ltd.が持分法適用

関連会社となる。

平成27年４月 東京都港区に株式会社永谷園分割準備会社を設立。

平成27年10月 食料品の製造・販売事業を株式会社永谷園分割準備会社に承継させる会社分割（吸収分

割）を行うとともに、当社は株式会社永谷園ホールディングスに、株式会社永谷園分割準

備会社は株式会社永谷園（現・連結子会社）に商号変更。

平成28年２月 MAIN ON FOODS, CORP.（現・持分法適用関連会社）の株式を取得。

平成28年４月 株式会社麦の穂ホールディングスからMuginoho International, Inc.の全株式を取得。

平成28年12月 Broomco (3554) Limited（現・連結子会社）の全株式を株式会社産業革新機構と共同で取

得。

 Broomco (3554) Limitedを連結子会社化したことにより、Broomco (3555) Limited、

Chaucer Foods Limited、Chaucer Foods UK Limited、Chaucer Foods SAS、Chaucer

Foods (Qingdao) Co.Limited他８社が連結子会社となる。
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３【事業の内容】

(1) 企業集団の概況

当社の企業集団は、当社と連結子会社32社（当連結会計年度より14社増加）、非連結子会社３社（当連結会計年度

より２社増加）、持分法適用関連会社２社及び持分法非適用関連会社２社（当連結会計年度より１社増加）で構成さ

れ、和風即席食品及び洋風・中華風即席食品の製造販売、フリーズドライ食品・パンの製造販売、菓子・テイクアウ

ト寿司の製造販売並びに関連商品の販売を主な事業としております。

当社グループの事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、以下に示す区分

は、「第５[経理の状況]１[連結財務諸表等](1)[連結財務諸表]注記事項」に掲げるセグメントの区分と同一であり

ます。

また、当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５[経理の状況]１[連結財務

諸表等](1)[連結財務諸表]注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

 

①国内食料品事業

当事業においては、㈱永谷園がお茶づけ・ふりかけ類、スープ類、調理食品類、その他の食料品の製造・販売を

行っており、㈱サンフレックス永谷園他４社の各社は、㈱永谷園商品の原料メーカー及び製造工程の一部を担う外注

工場としての位置付けにあり、主に㈱永谷園使用原料の製造・加工処理及び半製品・仕掛品の包装加工を行っており

ます。

また、㈱サニーフーズが調味料等の製造・販売業務、藤原製麺㈱が麺類の製造・販売業務をそれぞれ行っており、

㈱永谷園プロパティが保険代理店業務を行っております。

 

②海外食料品事業

当事業においては、Broomco (3554) Limited、Broomco (3555) Limited、Chaucer Foods Limited、Chaucer Foods

UK Limited、Chaucer Foods SAS、Chaucer Foods (Qingdao) Co. Limited他８社において、フリーズドライ食品・パ

ンの製造及び販売を行っております。

なお、Broomco (3554) Limitedを含む14社についてはBroomco (3554) Limitedの全株式を株式会社産業革新機構と

共同にて取得したことに伴い、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

 

③中食その他事業

当事業においては、㈱麦の穂ホールディングス傘下の㈱麦の穂他３社及びMuginoho International, Inc.におい

て、シュークリーム等の菓子の製造及び販売、飲食店のフランチャイズチェーンの加盟店募集及び加盟店の指導、そ

の他の事業を行っております。

また、NAGATANIEN USA,INC.傘下のNAGATANIEN RS FOODS,LLC他１社において、テイクアウト寿司の製造及び販売を

行っております。

 

なお、当社は特定上場会社等であります。特定上場会社等に該当することにより、インサイダー取引規制の重要事

実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断することとなります。
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(2) 事業系統図
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)       

㈱永谷園

(注)２，４
東京都港区 95 国内食料品事業 100.0 ―

経営管理等

事務業務の受託

資金の借り入れ

当社所有建物を賃貸

役員の兼任等　２名

㈱サンフレックス永谷園
福島県

いわき市
15 国内食料品事業

100.0

(100.0)
―

経営管理等

当社より資金を貸付け

役員の兼任等　２名

㈱サニーフーズ 東京都港区 85 国内食料品事業 100.0 ―

経営管理等

当社所有建物を賃貸

当社より資金を貸付け

役員の兼任等　１名

㈱永谷園プロパティ 東京都大田区 3 国内食料品事業 100.0 ―

経営管理等

当社事務業務の委託

当社所有建物を賃貸

資金の借り入れ

役員の兼任等　２名

藤原製麺㈱ 北海道旭川市 40 国内食料品事業 91.7 ―

経営管理等

資金の借り入れ

役員の兼任等　１名

Broomco (3554) Limited

(注)２
英国

千USドル

0
海外食料品事業 60.0 ―

経営管理等

当社より資金を貸付け

役員の兼任等　２名

Broomco (3555) Limited

(注)２
英国

千USドル

22,282
海外食料品事業

100.0

(100.0)
― 経営管理等

Chaucer Foods Limited 英国
千USドル

1,019
海外食料品事業

100.0

(100.0)
― 経営管理等

Chaucer Foods UK Limited 英国
千USドル

1
海外食料品事業

100.0

(100.0)
― 経営管理等

Chaucer Foods SAS

(注)２
フランス共和国

千ユーロ

6,106
海外食料品事業

100.0

(100.0)
― 経営管理等

Chaucer Foods (Qingdao)

Co. Limited
中華人民共和国

千USドル

400
海外食料品事業

100.0

(100.0)
― 経営管理等

㈱麦の穂ホールディングス

(注)２

大阪府大阪市

北区
490 中食その他事業 100.0 ―

経営管理等

役員の兼任等　３名

㈱麦の穂

(注)５

大阪府大阪市

北区
11 中食その他事業

100.0

(100.0)
―

経営管理等

資金の借り入れ

役員の兼任等　３名

Muginoho International,

Inc.
アメリカ合衆国

千USドル

100
中食その他事業 100.0 ―

経営管理等

役員の兼任等　４名

NAGATANIEN USA,INC.

(注)２
アメリカ合衆国

千USドル

9,540
中食その他事業 100.0 ―

経営管理等

当社より資金を貸付け

役員の兼任等　５名

NAGATANIEN RS FOODS,LLC アメリカ合衆国
千USドル

2,545
中食その他事業

100.0

(100.0)
―

経営管理等

役員の兼任等　１名

その他16社       

(持分法適用関連会社)       

MAIN ON FOODS, CORP. アメリカ合衆国
千USドル

3,336
海外食料品事業 50.0 ― 役員の兼任等　２名

その他１社       
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　（注）１　主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２　㈱永谷園、Broomco (3554) Limited、Broomco (3555) Limited、Chaucer Foods SAS、㈱麦の穂ホールディ

ングス及びNAGATANIEN USA,INC.は特定子会社であります。

３　議決権の所有割合の(　)内は間接所有割合で内数で記載しております。

４　㈱永谷園については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を

超えております。

主要な損益情報等     (1）売上高        63,482百万円

(2）経常利益       3,139百万円

(3）当期純利益     2,059百万円

(4）純資産額      13,793百万円

(5）総資産額      28,458百万円

５　㈱麦の穂については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を

超えております。

主要な損益情報等     (1）売上高         8,529百万円

(2）経常利益         486百万円

(3）当期純利益       241百万円

(4）純資産額       3,413百万円

(5）総資産額       4,601百万円
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５【従業員の状況】

　当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５[経理の状況]１[連結財務諸表等]

(1)[連結財務諸表]注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

 

(1) 連結会社の状況

平成29年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数(人)

国内食料品事業
1,457

〔 352〕

海外食料品事業
494

〔 20〕

中食その他事業
461

〔 660〕

報告セグメント計
2,412

〔 1,032〕

全社（共通）
66

〔－〕

合　　計
2,478

〔 1,032〕

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　従業員数が前連結会計年度末と比べて、513名増加しましたが、その主な要因は、当連結会計年度より

Broomco (3554) Limitedを含む14社を連結子会社化したためであります。

３　全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(2) 提出会社の状況

平成29年３月31日現在
 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

66

〔－〕
40.5 14.8 7,414

 

セグメントの名称 従業員数（人）

全社（共通）  66〔－〕

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(3) 労働組合の状況

　当社グループは労使協調を旨とし、労働組合は結成されておらず、該当事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における我が国の経済は、雇用環境や所得環境が改善傾向にあり緩やかな回復基調が続きました。

しかしながら、長引く個人消費の低迷に加え、中国の景気減速や不安定な為替の変動を背景に、景気は先行き不透明

な状況で推移いたしました。

当社グループを取り巻く市場環境は、天候不順で野菜をはじめとする生鮮品の価格が高騰したことにより、消費の

強さを示す消費水準指数が前年平均を下回る状況が続く等、市場環境は厳しい状況で推移いたしました。

このような経営環境の下、当社グループは「企業戦略の充実」と「新価値提案力の更なるアップ」を経営における

重要課題として取り組んでまいりました。

「企業戦略の充実」につきましては、当社グループの更なる成長を図るため、既存商品の基盤強化と国内外におけ

る新規事業への取り組みを積極的に進めてまいりました。その一環として、平成28年12月に英国のフリーズドライ食

品及びパン製品メーカーChaucer Groupの親会社であるBroomco (3554) Limitedの全株式を株式会社産業革新機構と

共同で取得いたしました。

「新価値提案力の更なるアップ」につきましては、素材の持つ健康感を活かした付加価値商品や多様に変化する顧

客ニーズに合わせた新しい食シーンを提案する商品を発売いたしました。また、既存商品についても見直しを行い、

減塩商品のラインナップを拡充させるなど、売上の拡大に取り組んでまいりました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は806億５百万円（前年度比 1.8％増）となりました。利益面につきまして

は、営業利益は30億98百万円（前年度比 9.9％増）、経常利益は29億67百万円（前年度比 4.9％増）、親会社株主に

帰属する当期純利益は12億41百万円（前年度比 1.9％減）となりました。

なお、Broomco (3554) Limitedにつきましては、第３四半期連結会計期間末に連結の範囲に含めておりますが、同

社の決算日である12月31日時点の財務諸表を使用しているため、当連結会計年度における連結損益計算書への影響は

ありません。

また、セグメント区分につきましては、従来の報告セグメントである「食料品事業」に関し、海外における重要性

が増したため、「国内食料品事業」と「海外食料品事業」とに区分しております。

以下、セグメントの状況は次のとおりであります。

①国内食料品事業

販売面につきましては、主力商品の販売促進と新商品の導入拡大に取り組んでまいりました。消費者向けには、テ

レビ媒体による商品認知度アップの他に、インターネット上でのＣＭメイキング映像やアレンジレシピの公開、話し

かけると真似してしゃべる当社オリジナルのぬいぐるみを景品とした消費者キャンペーンの実施、さらには「お茶漬

けの日」におけるイベントの開催などによって、新たなファン層づくりと購買意欲の喚起に努めてまいりました。ま

た、流通向けには、昨年に引き続き業界誌とタイアップした大量陳列コンテストや、生鮮品との関連販売などを通じ

て、店頭での商品露出の強化に取り組んでまいりました。

商品開発面につきましては、“新しい価値の提案による顧客開拓・拡大”をテーマに引き続き取り組んでまいりま

した。具体的には、高まる健康志向のニーズに対応すべく、減塩タイプのみそ汁やふりかけを開発いたしました。ま

た惣菜の素では、食べ盛りのお子様がいる世帯向けに、簡便かつボリューム感を特長とした新商品の投入や既存品の

リニューアルを実施し、市場の拡大を図ってまいりました。

以下、主要品目の状況は次のとおりであります。

＜お茶づけ・ふりかけ類＞

当社看板商品である「お茶づけ海苔」は、５月17日の「お茶漬けの日」に合わせ、スペシャルマッチと称して

プロ野球の試合で来場者への試供品配布などを実施いたしました。11月には「東海道五拾三次カード」のお茶づ

け商品への封入を復活したことで、ファン層の拡大に取り組んでまいりました。また、新商品では健康に配慮し

た「減塩ふりかけ」を発売いたしましたが、「超ふりかけ」の売上減少により、売上高は155億23百万円（前年

度比 0.6％減）となりました。

＜スープ類＞

当社主力商品である「あさげ」シリーズは、昨年発売した減塩タイプ商品に徳用10食入り商品を追加したこと

で、売上増と即席みそ汁市場の拡大につながりました。また、「松茸の味お吸いもの」が、アレンジレシピの提

案とテレビ宣伝との相乗効果により、売上を拡大することができました。さらに、素材の持つ健康感を活かした

「たまねぎのちから サラサラたまねぎスープ」に徳用８袋入を追加したことが売上を牽引し、売上高は221億13

百万円（前年度比 6.5％増）となりました。
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＜調理食品類＞

惣菜商品では、新商品として、肉と野菜をたっぷり使って作るボリューム感のある「ちゃんぽん春雨炒め」を

発売し、春雨惣菜商品の新規ユーザーの獲得を図りました。また、麺商品では、「煮込みラーメン」が株式会社

日本食糧新聞社主催の「食品ヒット大賞」において「ロングセラー賞」を受賞して話題となりました。しかしな

がら、「わが家は名酒場」シリーズの売上が減少し、売上高は253億46百万円（前年度比 1.5％減）となりまし

た。

＜その他＞

前年度に引き続き、具入り調味ソースなどのＯＥＭ商品の販売が拡大いたしました。また、業務用商品の販売

も堅調で、売上高は63億89百万円（前年度比 10.8％増）となりました。

以上の結果、国内食料品事業の売上高は693億71百万円（前年度比 2.2％増）となりました。

②海外食料品事業

当セグメントは従来「食料品事業」に含めておりましたが、海外における重要性が増したため、第３四半期連結会

計期間末において、報告セグメントとして区分しております。その売上高は、平成30年３月期第１四半期連結会計期

間より計上されることとなります。

③中食その他事業

麦の穂グループでは、優秀品質の国際評価機関であるモンドセレクションの食品部門において、ビアードパパの

「パイシュー６個セット」が2016年度最高金賞を受賞し、品質の高さが世界的に認められました。また、シューク

リーム専門店の技術を活かした、クリスピーな食感が特徴の新ブランド「ビアードパパ グランデ」を平成28年11月

に阪急うめだ本店にオープンし、お客様からご好評をいただきました。

以上の結果、中食その他事業の売上高は112億33百万円（前年度比 0.7％減）となりました。

(2)キャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、投資活動による現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の

減少額が、営業活動及び財務活動による資金の増加額を上回ったことにより、前連結会計年度末に比べ３億48百万円

減少し、当連結会計年度末の資金残高は、77億26百万円となりました。

   ①営業活動によるキャッシュ・フロー

      当連結会計年度における営業活動による資金の増加額は15億62百万円（前年度は32億35百万円の増加）となりま

した。これは主に、売上債権の増加及び法人税等の支払があったものの、税金等調整前当期純利益及び減価償却費

の計上、たな卸資産の減少並びに未払金及び未払費用の増加があったことによるものです。

   ②投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　 当連結会計年度における投資活動による資金の減少額は128億85百万円（前年度は54億75百万円の減少）となりま

した。これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出があったことによるものです。

   ③財務活動によるキャッシュ・フロー

　    当連結会計年度における財務活動による資金の増加額は109億97百万円（前年度は21億12百万円の増加）となりま

した。これは主に、社債の償還及び長期借入金の返済による支出があったものの、短期借入金及び社債の発行並び

に長期借入金による資金調達があったことによるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年度比(％)

国内食料品事業   

お茶づけ・ふりかけ類 16,045 98.0

スープ類 21,738 106.0

調理食品類 25,907 95.6

その他 2,693 107.5

小計 66,384 99.9

海外食料品事業 － －

中食その他事業 9,276 96.4

合計 75,660 99.4

　（注）１　金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　上記国内食料品事業「その他」の主な内訳は、業務用商品、進物品であります。

４　上記海外食料品事業では、主にフリーズドライ食品・パンの製造及び販売を行っております。なお、生産

実績は、平成30年３月期第１四半期連結会計期間より計上されることとなります。

５　上記中食その他事業では、シュークリーム等の菓子の製造及び販売、飲食店のフランチャイズチェーン店

の加盟店募集及び加盟店の指導、テイクアウト寿司の製造及び販売、その他の事業を行っております。

６　当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５[経理の状況]１[連結財

務諸表等](1)[連結財務諸表]注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。なお、前年度比

については、前事業年度の数値を変更後の報告セグメントの区分に組替えた数値で比較しております。

 

(2) 受注状況

　一部の連結子会社は、受注生産を行っておりますが、受注当日または翌日に製造・出荷の受注生産を行って

おりますので、受注高及び受注残高の記載は省略しております。

 

 

EDINET提出書類

株式会社永谷園ホールディングス(E00469)

有価証券報告書

 12/102



(3) 販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年度比(％)

国内食料品事業   

お茶づけ・ふりかけ類 15,523 99.4

スープ類 22,113 106.5

調理食品類 25,346 98.5

その他 6,389 110.8

小計 69,371 102.2

海外食料品事業 － －

中食その他事業 11,233 99.3

合計 80,605 101.8

　（注）１　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　上記国内食料品事業「その他」の主な内訳は、業務用商品、進物品であります。

３　上記海外食料品事業では、主にフリーズドライ食品・パンの製造及び販売を行っております。なお、販売

実績は、平成30年３月期第１四半期連結会計期間より計上されることとなります。

４　上記中食その他事業では、シュークリーム等の菓子の製造及び販売、飲食店のフランチャイズチェーン店

の加盟店募集及び加盟店の指導、テイクアウト寿司の製造及び販売、その他の事業を行っております。

５　当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５[経理の状況]１[連結

財務諸表等](1)[連結財務諸表]注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。なお、前年度

比については、前事業年度の数値を変更後の報告セグメントの区分に組替えた数値で比較しております。

６　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

三菱商事㈱ 60,020 75.8 60,894 75.5

７　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営方針

永谷園グループは、創業の精神である「味ひとすじ」を企業理念とし、全てのお客様に信頼され、ご満足してい

ただける安全・安心な商品・サービスの提供を経営の基本方針としております。そして、この基本方針のもと、長

い歳月と多くのエネルギーをかけて築き上げてきた「永谷園ブランド」の価値をより強化し、発展させていく経営

活動を行ってまいります。

「味ひとすじ」とは、

①創意と工夫で商品・サービスを常に考え、創り出すこと

②お客さまに実感、満足していただく「おいしさ」を提供し続けること

③食を通じて幸せで豊かな社会づくりに貢献していくこと

です。

(2) 経営環境

今後の見通しにつきましては、雇用環境や所得環境の改善が継続し、景気は緩やかに回復していくことが期待さ

れますが、生活防衛意識の高まりによる個人消費の持ち直しの遅れや海外経済の不確実性の高まりが懸念され、経

営環境は厳しい状況が続くものと予想されます。

当社グループを取り巻く市場環境も、可処分所得の低下により購買力が伸び悩んでいることから消費者の低価格

志向が根強く、流通業界も価格競争を継続することが見込まれ、さらには原材料コストも高止まっており、厳しい

環境で推移するものと予想されます。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当社グループは、当年度に引き続き「企業戦略の充実」と「新価値提案力の更なるアップ」を経営課題として取

り組んでまいります。

①「企業戦略の充実」

グループ全体の持続的な成長と企業価値向上の実現のために、当社が基軸となり、ガバナンス体制をより機能的

かつ効率的なものに整備・強化するとともに、グループ間の相乗効果を生み出すことで、売上の拡大と利益率の向

上を目指してまいります。また、Chaucer Groupの海外における豊富な経営資源、そして当社グループが長年培っ

てきた製造ノウハウを融合させ、海外事業の拡大・強化を図ってまいります。

②「新価値提案力の更なるアップ」

ライフスタイルや食生活の変化等を的確に捉え、常にお客様の視点に立った新しい価値の追求と新しいカテゴ

リーの創造にチャレンジしてまいります。

以上の課題を達成させるため、当社グループは各社の経営資源、技術等を結集し、事業領域の拡大と収益の向上

に邁進してまいります。

(4) 株式会社の支配に関する基本方針について

1）当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定

の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提

案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えております。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができ

ない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グ

ループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要

な情報が十分に提供されないものもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のため

に、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えております。

2）基本方針の実現に資する取組みについて

創業以来、当社グループは創意と工夫で他にはない優れた価値を持つ商品やサービスをお客様にお届けしよう

と努力してまいりました。その結果、今日の「永谷園ブランド」を確立することができました。そして、「永谷

園ブランド」を支持してくださるお客様の期待に応えるためにも、当社グループは、グループ全体の持続的な成

長と企業価値向上に努めてまいります。
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これらの課題を着実に実行することで、様々なステークホルダーとの良好な関係を維持・発展させ、当社グ

ループの企業価値、ひいては株主共同の利益の向上に資することができると考えております。

3）当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（以下「本プラン」といいます）の内容（基本方針に照らして不

適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み）

本プランの概要につきましては、以下のとおりです。なお、本プランの詳細につきましては、当社ホームペー

ジに掲載されている平成29年５月12日付「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の継続に

ついて」をご参照ください。

(当社ホームページ：http://www.nagatanien-hd.co.jp/ir/library_brief_note.html)

(1) 本プランに係る手続き

① 対象となる大規模買付等

本プランは当社株式等の買付け又はこれに類似する行為（ただし、当社取締役会が承認したものを除きます。

係る行為を、以下「大規模買付等」といいます）がなされる場合を適用対象といたします。大規模買付等を行

い、又は行おうとする者（以下「買付者等」といいます）は、予め本プランに定められる手続きに従わなければ

ならないものといたします。

② 「意向表明書」の当社への事前提出

買付者等におきましては、大規模買付等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付者等が大規模買付

等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「意向表明書」といいま

す）を当社の定める書式により日本語で提出していただきます。

③ 「本必要情報」の提供

上記②の「意向表明書」をご提出いただいた場合には、買付者等におきましては、当社に対して、大規模買付

等に対する株主の皆様のご判断のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいます）を日本語で提供

していただきます。

ただし、買付者等からの情報提供の迅速化と、当社取締役会で延々と情報提供を求めて情報提供期間を引き延

ばす等の恣意的な運用を避ける観点から、この情報提供期間の上限を「意向表明書」受領から最大で60日間に限

定し、仮に本必要情報が十分に揃わない場合であっても、情報提供期間が満了した時は、その時点で直ちに取締

役会評価期間（④にて後述いたします）を設定するものといたします（ただし、買付者等から、合理的な理由に

基づく延長要請があった場合には、必要に応じて情報提供期間を延長することがあります）。

また、当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合には、その旨を買付

者等に通知（以下「情報提供完了通知」といいます）するとともに、速やかにその旨を開示いたします。

④ 取締役会評価期間の設定等

当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後又は情報提供期間満了後、その翌日を開始日として、大規模買

付等の評価の難易度等に応じて、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間

（以下「取締役会評価期間」といいます）として設定し、開示いたします。

当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、買付者等

から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、

買付者等による大規模買付等の内容の検討等を行うものといたします。当社取締役会は、これらの検討等を通じ

て、大規模買付等に関する当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、買付者等に通知するとともに、適時

かつ適切に株主の皆様に開示いたします。また、必要に応じて、買付者等との間で大規模買付等に関する条件・

方法について交渉し、さらに、当社取締役会として、株主の皆様に代替案を提示することもあります。

⑤ 対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告

独立委員会は、取締役会評価期間内に、上記④の当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案

立案と並行して、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧告を行うものといたします。

ただし、本プランに規定する手続きが遵守されている場合であっても、当該買付け等が当社の企業価値・株主

共同の利益を著しく損なうものであると判断される場合は、本対応の例外的措置として、対抗措置の発動を勧告

することがあります。

⑥ 取締役会の決議

当社取締役会は、上記⑤に定める独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、係る勧告を踏まえて当社の企

業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から速やかに、相当と認められる対抗措置の発動又は不発動の

決議を行うものといたします。

当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、その内容が対抗措置の発動であるか不発動であるかを問わ

ず、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示いたします。

⑦ 対抗措置の中止又は発動の停止

当社取締役会が上記⑥の手続きに従い対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、(ⅰ)買付者等が大

規模買付等を中止した場合又は(ⅱ)対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、
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かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から発動した対抗措置を維持することが相当で

ないと考えられる状況に至った場合には、当社取締役会は、独立委員会の勧告に基づき、又は勧告の有無若しく

は勧告の内容にかかわらず、対抗措置の中止又は発動の停止の決議を行うものといたします。

当社取締役会は、上記決議を行った場合、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項につい

て、速やかに情報開示いたします。

⑧ 大規模買付等の開始

買付者等は、上記①から⑥に規定する手続きを遵守するものとし、当社取締役会において対抗措置の不発動の

決議がなされるまでは大規模買付等を開始することはできないものといたします。

(2) 本プランにおける対抗措置の具体的内容

当社取締役会が上記(1)⑥に記載の決議に基づき発動する対抗措置としては、新株予約権の無償割当てを行う

ことといたします。

(3) 本プランの有効期間、廃止及び変更

本プランの有効期間は、平成32年６月開催予定の定時株主総会終結の時までであります。

ただし、係る有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの廃止又は変更の決議がなされ

た場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で廃止又は変更されるものといたします。また、当社の株主

総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランはそ

の時点で廃止されるものといたします。

なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令若しくは金融商品取引所規則の変更又はこれ

らの解釈・運用の変更、又は税制、裁判例等の変更により合理的に必要と認められる範囲で独立委員会の承認を

得たうえで、本プランを修正し、又は変更する場合があります。

当社は、本プランが廃止又は変更された場合には、当該廃止又は変更の事実及び（変更の場合には）変更内容

その他当社取締役会が適切と認める事項について、速やかに情報開示いたします。

4）本プランの合理性

(1) 買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開

示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足しており、かつ、企業価値研究会が平成20年６月

30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容にも準じております。

(2) 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって継続されていること

本プランは、当社株式等に対する大規模買付等がなされた際に、当該大規模買付等に応じるべきか否かを株主

の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様の

ために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上

させるという目的をもって継続されております。

(3) 株主意思を重視するものであること

当社は、本プランを平成29年６月29日開催の当社第64回定時株主総会において、株主の皆様のご承認をもって

継続いたしましたが、上記 3）(3)に記載のとおり、ご承認いただいた後も、その後の当社株主総会において本

プランの廃止又は変更の決議がなされた場合には、本プランも当該決議に従い廃止又は変更されることになりま

す。従いまして、本プランの継続及び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっておりま

す。

(4) 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

当社は、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、対抗措置の発動等を含む本プランの運用に関する決議及

び勧告を客観的に行う当社取締役会の諮問機関として独立委員会を設置いたします。

独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社社外取締役、社外監査役又は社外の有識

者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士、学識経験者又はこれらに準じる者）から選任さ

れる委員３名以上により構成されます。

また、当社は、必要に応じ独立委員会の判断の概要について株主の皆様に情報開示を行うこととし、当社の企

業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しております。
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(5) 合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、上記 3）(1)に記載のとおり、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないよ

うに設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

(6) デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、上記 3）(3)に記載のとおり、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によ

り、いつでも廃止することができるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策

（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

また、当社取締役の任期は1年であり、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成を一度に変更

することができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成29年６月30日)現在において当社グループが

判断したものであります。

(1) 特定の取引先への依存

当社グループ商品の主な販売先は、三菱商事㈱であり、その販売割合は全体の75.5％であります。特定の取引先に

販売を依存している理由は、信用力の高い商社に取引を集中させることで、与信管理の省力化及び信用リスクの低減

を図るためであります。しかし、三菱商事㈱宛の売掛債権は、全額エイペックス・ファンディング・コーポレーショ

ンに譲渡しており、エイペックス・ファンディング・コーポレーションが破綻した場合には、当社グループは売掛金

の回収が困難となり、財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(2) 商品の欠陥

当社グループは、安全な商品の提供を第一と考え、ＩＳＯ・ＦＳＳＣの認証取得、ＨＡＣＣＰやフードディフェン

スの考えを取り入れた食品安全管理システムの運用、原材料・商品の自主検査体制やトレーサビリティの構築など、

品質保証体制の強化に努めておりますが、不測の事態により原材料への異物混入など、商品に欠陥が生じ、大規模な

商品回収や多額な製造物賠償責任が生じた場合は、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。

(3) 原材料の安定調達及び価格の高騰

当社グループは、原材料の一部を海外から調達しております。調達先の国で政情不安や国際紛争が発生した場合、

あるいは天候不良、為替変動等により原材料の価格が高騰した場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性が

あります。

また、国内調達の原材料についても、天候不良等による価格の高騰が当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性

があります。

(4) 有価証券の時価変動

当社グループは、長期的な取引関係維持のために主要取引先の有価証券を保有しております。これらの有価証券の

うち、時価を有するものについては、全て時価にて評価されており、今後の経済環境や企業収益の動向による時価の

変動が、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(5) 天災リスク

当社グループの生産工場につきましては、天災によるリスクを回避するため、生産拠点を東西に分割しておりま

す。しかしながら、天災の規模・影響等によっては、一時的に商品の出荷が滞り、売上の低下、製造コストの増加を

招き、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(6) フランチャイズ事業

当社グループは、株式会社麦の穂ホールディングス傘下にて、フランチャイズ方式を採用しており、フランチャイ

ズ加盟店オーナーとのフランチャイズ契約に基づいて、当社グループが保有するブランド名にてチェーン展開をして

おります。したがって、フランチャイズ加盟店において不祥事等が発生し、チェーン全体のイメージに影響を受けた

場合、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループもしくはフランチャイズ加盟店オーナーの要因により、フランチャイズ加盟店との間にトラブ

ル等が発生した場合、フランチャイズ契約の解消、訴訟の発生等、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼ

す可能性があります。

(7) 海外での事業展開

当社グループは、海外（主にアメリカ合衆国、英国及び中華人民共和国）に現地法人を置いて、食料品の製造及び

販売、直営店の運営、フランチャイズ展開その他の事業活動を行っております。これらの海外への進出には、予想し

ない法律または規制の変更、政治情勢の悪化、為替レートの変動等その他要因により、当社グループの業績及び財政

状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(8) のれんの減損

当社グループは、企業買収に伴い発生した相当額ののれんを連結貸借対照表に計上し、原則としてのれんの発現す

る期間にわたって償却しておりますが、事業環境の変化等により期待する成果が得られない場合は、当該のれんにつ

いて減損損失を計上することになり、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。
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(9) 情報システム

当社グループは、コンピューターウイルス対策や情報管理の徹底に努めておりますが、システム運用上のトラブル

や、予測不能の不正アクセスやコンピューターウイルスの感染により、システム障害、情報の消失、流出が発生した

場合、事業活動に支障をきたし、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

当社は平成28年12月２日開催の取締役会において、Broomco (3554) Limitedの全株式を株式会社産業革新機構と共

同で取得することを決議し、同日付で株式譲渡契約の上、平成28年12月９日付で子会社化いたしました。

なお、詳細につきましては、「第５[経理の状況]１[連結財務諸表等]注記事項（企業結合等関係）」に記載のとお

りであります。

６【研究開発活動】

 当社グループは「味ひとすじ」の企業理念のもと、「企業戦略の充実」及び「新価値提案力の更なるアップ」を重

要課題と捉え、㈱永谷園研究部及び開発部が中心となり、お客さまのニーズに沿った商品開発に向け、新素材・新技

術の開発及び品質向上に向けた研究開発活動に鋭意取り組んでおります。

　商品研究開発活動における基本的な考え方は、“創意と工夫で、お客さまに喜んでいただける商品を創り出す”で

あります。この考え方をベースに毎期取り組むべきテーマを設定し、新商品の開発と既発売商品のリニューアルを進

めております。

　当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、５億67百万円であります。

　なお、セグメント別の主な研究開発内容は、次のとおりであります。また、当連結会計年度より報告セグメントの

区分を変更しております。詳細は、「第５[経理の状況]１[連結財務諸表等](1)[連結財務諸表]注記事項(セグメント

情報等)」に記載のとおりであります。

(1)国内食料品事業

　当連結会計年度においては、機能性成分の保存安定性が食品素材との共存下でどのような影響を受けるか研究を行

い、その成果を活かし、ＦＤブロックシリーズにオルニチンやグルコサミン等の機能性成分を付加した「ちから」シ

リーズみそ汁、スープを発売いたしました。

　また健康志向の高まりのなか、減塩に着目し食品として満足しうる塩味の程度について味覚的な面からだけでな

く、塩味増強を図れる素材の面からも大学と共同研究を行っております。それを端緒として「減塩混ぜ込みごはん」

シリーズを発売いたしました。

　また「新価値創造」による新規分野開拓を目標に、食材の新たな調理加工法の研究、さらに健康志向に対応した機

能性素材の研究を進め、今後の事業展開に資する技術開発を行っております。

　国内食料品事業に係る研究開発費は、４億98百万円であります。

 

(2)海外食料品事業

　該当事項はありません。

 

(3)中食その他事業

　当連結会計年度においては、主力ブランド「ビアードパパ」の季節限定シュークリームとして、ブルーベリーと

チーズケーキの濃厚なクリームをほろ苦いショコラ生地で詰め込んだ「ブルーベリーレアチーズケーキ」や、ザクザ

クの食感とキャラメルクリームのベストマッチが新しいパリブレスト「ザクザク輪っかシュー」を発売いたしまし

た。

　また、平成28年11月には阪急百貨店うめだ本店とのコラボレーション業態「ビアードパパ グランデ」をオープン

し、極薄のクロワッサン生地でシュー生地を包んだ特別商品を販売しております。

　中食その他事業に係る研究開発費は、68百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成29年６月30日)現在において当社グループが判断し

たものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成し

ております。この連結財務諸表の作成にあたりまして、必要と思われる見積りは、合理的な基準に基づいて実

施しております。

　詳細につきましては、「第５[経理の状況]１[連結財務諸表等](1)[連結財務諸表]連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項」に記載しております。

 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

①売上高

　売上高は、前連結会計年度に比べ14億12百万円増収の806億５百万円(前年度比 1.8％増)となりました。

　これは主に、国内食料品事業の売上高が14億91百万円増収となったことによるものです。

　なお、業績の概況につきましては、「第２[事業の状況]１[業績等の概要](1)業績」に記載しております。

②売上原価・販売費及び一般管理費

　売上原価は、売上増加により前連結会計年度に比べ７億71百万円増加し、435億25百万円となりました。ま

た、売上原価率は、前連結会計年度と同率の54.0％となりました。

　販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ３億61百万円増加し、339億81百万円となりました。これは

主に、その他に含まれる支払報酬が増加したことによるものです。

③営業利益

　営業利益は、前連結会計年度に比べ２億80百万円増益の30億98百万円(前年度比 9.9％増)となりました。

④経常利益

　経常利益は、前連結会計年度に比べ、営業利益の増加により、１億39百万円増益の29億67百万円(前年度比

4.9％増)となりました。

⑤特別利益・特別損失

　特別利益は、前連結会計年度に比べ、補助金収入の計上があったものの、前期に計上した受取補償金がな

かったことにより、22百万円減少の11百万円となりました。また特別損失は、前連結会計年度に比べ、事業撤

退損の計上があったものの、減損損失が減少したことにより、32百万円減少の４億49百万円となりました。

⑥法人税等（法人税等調整額を含む）

　税効果会計適用後の法人税等の負担率は、Broomco (3554) Limitedの取得関連費用が税金計算上、費用とな

らないため、前連結会計年度の47.1％から3.7ポイント上昇の50.8％となりました。

⑦親会社株主に帰属する当期純利益

　親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度に比べ、24百万円減益の12億41百万円(前年度比 1.9％

減)となりました。また、１株当たり当期純利益金額は、前連結会計年度に比べ67銭減少の34円52銭となりまし

た。
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(3) 当連結会計年度の財政状態及びキャッシュ・フローの状況の分析

①資産、負債及び純資産の状況

　第３四半期連結会計期間末においてBroomco (3554) Limitedを連結の範囲に含めたことにより、総資産及び

負債が増加しております。

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末より187億77百万円増加し、898億69百万円となりました。

これは主に、受取手形及び売掛金、機械装置及び運搬具並びにのれんが増加したことによるものです。また負

債は、前連結会計年度末より171億62百万円増加し、586億50百万円となりました。これは主に、支払手形及び

買掛金、短期借入金並びに社債が増加したことによるものです。また純資産は主に、利益剰余金及びその他有

価証券評価差額金が増加したことにより312億19百万円となりました。この結果、純資産から非支配株主持分を

控除した自己資本は、前連結会計年度末より17億77百万円増加の312億91百万円となりましたが、総資産の増加

により自己資本比率は前連結会計年度末に比べ6.7ポイント減少の34.8％となりました。

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、投資活動による現金及び現金同等物（以下「資金」とい

う。）の減少額が、営業活動及び財務活動による資金の増加額を上回ったことにより、前連結会計年度末に比

べ３億48百万円減少し、当連結会計年度末の資金残高は、77億26百万円となりました。なお、各キャッシュ・

フローの増減要因につきましては、「第２[事業の状況]１[業績等の概要](2)キャッシュ・フローの状況」に記

載しております。

③財務政策

　当社グループは、キャッシュ・マネジメント・システムの導入により資金の効率化を図るとともに、売掛債

権の流動化及びシンジケーション形式によるコミットメントライン契約の締結により資金調達の十分な流動性

を確保し、より柔軟性の高い機動的な財務オペレーションを実現しております。

　また、調達コスト低減とリスク分散の観点から、直接金融と間接金融を組み合わせ、低コストかつ安定的な

資金を確保するように努めております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において当社グループは、25億14百万円の設備投資（無形固定資産を含む）を実施しております。

　なお、当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更しております。詳細につきましては、「第５[経理の状況]

１[連結財務諸表等]注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

　国内食料品事業においては、子会社である株式会社永谷園におけるお茶づけ商品の製造設備の増設・更新（３億22

百万円）及び国内食料品事業全体における既存設備の更新を実施しております。当事業の設備投資額は、19億24百万

円であります。

　中食その他事業においては、新規店舗の出店及び既存設備の更新を実施しております。当事業の設備投資額は、４

億61百万円であります。

　全社資産においては、本社建物等の既存設備の更新を実施しております。その設備投資額は、１億27百万円であり

ます。
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２【主要な設備の状況】

(1) 提出会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  平成29年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

リース
資産

その他 合計

本社

(東京都港区)
全社資産

全社的管理

業務
337 13

2,480

(1.01)
61 105 2,998 66

 

(2) 国内子会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  平成29年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

リース
資産

その他 合計

㈱永谷園

茨城工場

(茨城県

高萩市)

国内

食料品

事業

お茶づ

け他

生産設備

445 776
357

(23.76)
－ 34 1,614 66

岡山工場

(岡山県

岡山市

東区)

〃 〃 658 619
719

(27.61)
－ 30 2,026 79

技術開発

センター

(東京都

大田区)

〃
品質管理

業務
441 0

950

(3.14)
－ 69 1,461 69

㈱サンフ

レックス永

谷園

本社工場

(福島県

いわき市)

〃

レトルト

食品他

生産設備

349 172
269

(30.53)
334 43 1,169 167

鹿島工場

(福島県

いわき市)

〃
食品包装

設備
556 68

234

(19.14)
32 15 907 41

㈱サニー

フーズ

栃木工場

(栃木県

那須塩原

市)

〃
調味料他

生産設備
82 18

37

(15.24)
43 9 190 33

船橋工場

(千葉県

船橋市)

〃
調味液他

生産設備
139 48

106

(4.07)
67 1 363 21

㈱永谷園プ

ロパティ

外食店舗

他

(東京都

中央区

他)

〃
店舗設備

他
15 － － － 1 17 65

藤原製麺㈱

第１工場

他

(北海道

旭川市)

〃
麺他

生産設備
610 295

303

(26.13)
27 0 1,237 105
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会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

リース
資産

その他 合計

㈱麦の穂

本社他

（大阪府

大阪市北

区他）

中食

その他

事業

店舗設備

菓子他

生産設備

660 186 － 4 54 905 238

　（注) １　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２　藤原製麺㈱及び㈱麦の穂の決算日は２月28日であるため、同日現在の数値を記載しております。

３　㈱サニーフーズ船橋工場の主要な設備は、連結子会社である㈱ニシエイから賃借しているものであります。

４　上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

国内子会社

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
土地面積
(千㎡)

年間賃借料又は
リース料
(百万円)

㈱麦の穂

本社他

(大阪府大阪市

 北区他)

中食その他事業
店舗設備

菓子他生産設備
6.07 930

 

(3) 在外子会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  平成29年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

リース
資産

その他 合計

Chaucer

Foods

Limited

Head

Office

(英国)

海外

食料品

事業

事務所 － 0 － － 4 5 22

Chaucer

Foods UK

Limited

Hull

Factory他

(英国)

〃
パン

生産設備
40 242 － － － 282 135

Chaucer

Foods SAS

Chaucer

Foods SAS

(フランス

共和国)

〃

フリーズ

ドライ食品

生産設備

20 381
37

(12.00)
9 － 449 120

Chaucer

Foods

(Qingdao)

Co. Limited

Huangdao

Factory他

(中華人民

共和国)

〃 〃 － 107 － － 11 119 122

Muginoho

Internatio

nal,Inc.

店舗

(アメリカ

合衆国)

中食

その他

事業

店舗設備 33 7 － － 6 46 10

NAGATANIEN

USA,INC.

本社

(アメリカ

合衆国)

〃
寿司他

生産設備
257 11

105

(5.45)
－ 5 379 39

　（注) １　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２　Chaucer Foods Limited、Chaucer Foods UK Limited、Chaucer Foods SAS、Chaucer Foods (Qingdao) Co.

Limited、Muginoho International,Inc.及びNAGATANIEN USA,INC.の決算日は12月31日であるため、同日現

在の数値を記載しております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 116,000,000

計 116,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成29年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,277,406 38,277,406
東京証券取引所

(市場第一部)
単元株式数　1,000株

計 38,277,406 38,277,406 ― ―

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成３年３月31日(注) 620 38,277 435 3,502 434 6,409

（注）転換社債の株式転換による増加(平成２年４月１日～平成３年３月31日)

(6)【所有者別状況】

平成29年３月31日現在
 

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

(人)
― 28 17 126 91 1 5,387 5,650 ―

所有株式数

(単元)
― 7,903 169 10,391 1,866 3 17,630 37,962 315,406

所有株式数

の割合(％)
― 20.82 0.45 27.37 4.92 0.00 46.44 100.00 ―

（注）自己株式 2,332,753株は、「個人その他」に 2,332単元及び「単元未満株式の状況」に 753株を含めて記載して

おります。
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(7)【大株主の状況】

  平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱商事㈱ 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 4,169 10.89

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,533 4.01

㈱みずほ銀行

(常任代理人　資産管理サービス

信託銀行㈱）

東京都千代田区大手町一丁目５番５号

(東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

1,389 3.63

松竹㈱ 東京都中央区築地四丁目１番１号 1,232 3.22

大正製薬ホールディングス㈱ 東京都豊島区高田三丁目24番１号 1,130 2.95

永　谷　栄一郎 東京都港区 1,041 2.72

永　谷　泰次郎 東京都港区 1,041 2.72

永　谷　　　明 東京都港区 1,039 2.71

永　谷　三代子 東京都港区 784 2.05

大日本印刷㈱ 東京都新宿区市谷加賀町一丁目１番１号 764 2.00

計 ― 14,126 36.91

（注）上記のほか、自己株式が2,332千株あります。

(8)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　 2,332,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  35,630,000 35,630 ―

単元未満株式 普通株式　   315,406 ― ―

発行済株式総数           38,277,406 ― ―

総株主の議決権 ― 35,630 ―

 

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社永谷園

ホールディングス

東京都港区西新橋

二丁目36番１号
2,332,000 ― 2,332,000 6.09

計 ― 2,332,000 ― 2,332,000 6.09

 

(9)【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2)【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 9,052 11,573,457

当期間における取得自己株式 1,453 2,139,612

（注）当期間における取得自己株式には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取請

求により取得した株式は含めておりません。

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
― ― ― ―

その他

（単元未満株式の売渡し請求による売渡し）
358 477,214 ― ―

保有自己株式数 2,332,753 ― 2,334,206 ―

（注）１　当期間における処理自己株式には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

売渡しによる株式は含めておりません。

２　当期間における保有自己株式数には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取請求により取得した株式及び単元未満株式の売渡し請求により売り渡した株式は含めておりませ

ん。
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３【配当政策】

当社は、株主の利益を重視し、安定した配当を継続的に行っていくことを基本方針としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき、中間配当金と同額の１株につき７円75銭とし、年間配当金

は前事業年度と同じく１株につき15円50銭とさせていただきました。

これにより当事業年度の配当性向は102.5％、自己資本利益率は2.3％、自己資本配当率は2.3％となりました。

内部留保の使途につきましては、財務体質の強化を図りながら、今後の企業価値向上に向けた事業投資等に充当し

てまいります。

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成28年11月４日

取締役会決議
278 7.75

平成29年６月29日

定時株主総会決議
278 7.75

 

４【株価の推移】

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高(円) 928 999 1,199 1,150 1,524

最低(円) 711 832 905 1,005 1,066

（注）株価は、東京証券取引所市場第一部の市場相場によりました。

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別
平成28年
10月

11月 12月
平成29年
１月

２月 ３月

最高(円) 1,345 1,373 1,397 1,452 1,431 1,524

最低(円) 1,272 1,243 1,261 1,365 1,375 1,407

（注）株価は、東京証券取引所市場第一部の市場相場によりました。
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５【役員の状況】

男性13名　女性０名　（役員のうち女性の比率0.0％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長

代表取締役
 永　谷　栄一郎 昭和29年８月26日生

昭和54年４月 当社入社

(注)５ 1,041

昭和63年６月 取締役就任・開発部長

平成３年６月 常務取締役就任

平成６年６月 専務取締役就任

平成８年６月 取締役社長就任

代表取締役就任(現)

平成20年６月 取締役会長就任(現)

取締役相談役  永　谷　　　明 昭和11年２月19日生

昭和34年４月 当社入社

(注)５ 1,039

昭和36年１月 取締役就任・仕入部長

昭和49年６月 常務取締役就任

平成２年６月 専務取締役就任

平成６年６月 取締役副社長就任

平成８年６月 代表取締役就任

平成20年６月

平成23年６月

取締役副会長就任

取締役相談役就任(現)

取締役社長

代表取締役
 永　谷　泰次郎 昭和31年10月１日生

昭和54年４月 当社入社

(注)５ 1,041

平成９年６月 事業開発部長

平成12年６月 取締役就任

平成14年２月 常務取締役就任

平成17年４月 専務取締役就任

平成20年６月 代表取締役就任(現)

平成22年６月 取締役副社長就任

平成24年４月 取締役社長就任(現)

平成25年11月 株式会社麦の穂ホールディン

グス・代表取締役会長就任

(現)

 株式会社麦の穂・代表取締役

会長就任(現)

取締役副社長  永　谷　祐一郎 昭和37年10月31日生

昭和61年４月 当社入社

(注)５ 213

平成20年５月 株式会社オクトス・代表取締

役社長就任(現)

平成20年６月 生産事業本部長

平成22年６月 取締役就任

平成23年６月 常務取締役就任

平成25年６月 専務取締役就任

平成29年４月 取締役副社長就任(現)

専務取締役 経営戦略本部長 五十嵐　　　仁 昭和30年10月21日生

昭和54年４月

平成20年10月

平成21年３月

平成22年３月

平成22年６月

平成26年６月

平成27年10月

当社入社

経営企画部長兼海外事業部長

執行役員

常務執行役員

取締役就任

常務取締役就任

経営戦略本部長(現)

海外戦略部長

(注)５ 2

平成29年４月 専務取締役(現)

専務執行役員(現)

常務取締役

社長室長

兼

管理本部長

　京　　裕　信 昭和35年４月21日生

昭和59年４月 株式会社電通入社

(注)５ 6

平成25年１月 同社総務局次長

兼業務支援室長

平成28年１月 当社入社

平成28年４月 執行役員

社長室長(現)

平成28年６月 取締役就任

平成29年４月 常務取締役(現)

常務執行役員(現)

管理本部長(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役  清　水　周　英 昭和38年11月14日生

昭和61年４月 丸紅株式会社入社

(注)５ 10

平成22年２月 株式会社たらみ

代表取締役社長

平成26年４月 当社入社

平成28年４月 Muginoho International,

Inc.・Director兼President

(CEO)就任(現)

平成28年６月 取締役就任(現)

取締役  迫　本　栄　二 昭和31年11月４日生

平成５年３月 公認会計士開業登録(現)

(注)５ 3

平成５年７月 税理士開業登録(現)

平成12年６月 社外監査役就任

平成18年２月 株式会社西武ホールディング

ス・社外監査役就任(現)

株式会社プリンスホテル・社

外監査役就任(現)

平成18年５月 銀座Ｋ．Ｔ．Ｃ税理士法人・

代表社員理事長就任(現)

平成27年６月 社外取締役就任(現)

取締役  山　崎　長　宏 昭和30年４月22日生

昭和61年６月 太陽化学株式会社・取締役就

任

(注)５ 3

平成３年２月 同社常務取締役就任

平成６年３月 同社専務取締役就任

平成８年６月 同社代表取締役就任(現)

平成９年６月 同社取締役社長就任(現)

平成26年９月 社外監査役就任

平成27年６月 社外取締役就任(現)

常勤監査役  永　谷　竜　一 昭和39年11月15日生

平成６年４月 当社入社

(注)６ 124

平成20年６月 経理部長

平成23年６月

 

取締役就任・

グループ経営分析室長

平成26年６月 常勤監査役就任(現)

常勤監査役  鈴　木　章　平 昭和34年12月１日生

昭和57年４月 当社入社

(注)７ 4

平成22年３月 総務本部長

平成25年６月 取締役就任

平成27年10月 総務本部長兼人事部長

平成28年５月 顧問

平成28年６月 常勤監査役就任(現)

監査役  柳　澤　義　一 昭和31年８月３日生

昭和60年３月 公認会計士開業登録(現)

(注)６ ―

昭和60年５月 税理士開業登録(現)

平成12年６月 新創監査法人・代表社員就任

平成15年６月 東急リアル・エステート投資

法人・監督役員就任(現)

平成23年４月 新創監査法人・統括代表社員

就任(現)

平成25年７月 日本公認会計士協会・副会長

就任(現)

平成27年６月 社外監査役就任(現)

監査役  井ノ上　正　男 昭和33年11月９日生

昭和63年４月 東京弁護士会弁護士登録(現)

大高法律事務所入所(現)

(注)６ ―平成21年５月 株式会社歌舞伎座・社外監査

役就任(現)

平成27年６月 社外監査役就任(現)

計 3,487

　（注）１　取締役迫本栄二及び山崎長宏は、社外取締役であります。

２　監査役柳澤義一及び井ノ上正男は、社外監査役であります。

３　取締役社長　永谷泰次郎は、取締役会長　永谷栄一郎の弟であります。

４　取締役副社長　永谷祐一郎は、取締役相談役　永谷明の長男であります。

５　平成29年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年間であります。

６　平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。

７　平成28年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から３年間であります。

８　当社では、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離させることにより、効率的な経営体制を築くこ

とを目的として執行役員制度を導入しております。

上記の取締役兼務者を除く執行役員は、以下の８名であります。

執 行 役 員 久　世　次　郎  執 行 役 員 綾　井　宣　男
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執 行 役 員 川　又　幸　夫  執 行 役 員 木　内　美　章

執 行 役 員 松　村　雅　彦  執 行 役 員 掛　谷　浩　志

執 行 役 員 久　我　光　枝  執 行 役 員 北　野　久　人

９　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

松　田　純　一 昭和35年５月４日生

平成５年４月 東京弁護士会弁護士登録(現)

―

平成14年８月 松田純一法律事務所(現 松田綜合法律事務所)

開設(現)

平成27年６月 ヒューマン・メタボローム・テクノロジーズ株

式会社・社外監査役(現)

平成28年３月 株式会社グローバルダイニング・社外取締役

(監査等委員)就任(現)
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

○企業統治の体制の概要

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、ステークホルダーの立場を尊重し、長期的な信

頼関係を築き、企業の発展につなげていきたいと考えております。そのために、当社は、経営判断の迅速化と経

営のチェック機能の充実を図ることを重要な経営課題と認識しております。

当社は、戦略策定・業務監督機能と、業務執行機能との分離を明確にするために、平成14年６月から「執行役

員制度」を導入しており、現行経営体制（平成29年６月30日現在）は取締役９名（内、社外取締役２名）、執行

役員８名（取締役兼務者を除く）、監査役４名（内、社外監査役２名）となっております。なお、当社の取締役

の任期は１年となっております。また、執行役員は、取締役会で選任され、任期は１年となっております。

取締役会は、月１回の定期開催に加え、必要に応じて随時迅速に開催し、法定事項のほか、特に重要な業務執

行に関する事項について取締役会規程に基づき決議しております。また、経営の円滑な意思決定機能を強化する

ため、各部門長から取締役に対して、業務の執行状況を報告するための業務報告会を定期的に開催し、さらに、

随時各部門長が企画提案及び情報提供を行うための会議を開催しております。

経営のチェック機能については、当社は従来から監査役制度を採用しており、監査役会による経営監視に努め

ております。監査役は、取締役会その他の重要な会議に出席するほか、当社業務や財産状況の調査はもとより、

子会社の調査も積極的に実施しております。さらに、会計監査人との連携強化を図り業務執行の適法性、妥当性

に関する監査体制の充実に努めております。

なお、当社は社外取締役及び監査役全員との間で、会社法第427条第１項に規定する契約（いわゆる責任限定

契約）を締結しております。その内容は、会社法第423条第１項の責任について、その者が職務を行うにつき、

善意でかつ重大な過失がないときは、法令に定める額を限度として損害賠償責任を負担するというものでありま

す。

○企業統治の体制を採用する理由

当社は監査役制度を採用しておりますが、当社の取締役会では積極的な意見交換がなされており、社外取締役

及び社外監査役からも中立的で率直な発言をいただいております。また、取締役会は、顧問弁護士、会計士等か

らの意見も踏まえて審議しております。これにより、取締役会における監督機能が強化されると考え、上記の企

業統治の体制を採用しております。

○内部統制システムの整備の状況

当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他当社グループの業

務の適正を確保するために必要なものとして法令等で定める体制の整備に取り組んでおり、各取締役は、内部統

制の仕組みを構築し、その有効性を定期的に評価し、確保する責務を負っております。また、各監査役は、取締

役による内部統制の構築とその仕組みが有効に機能しているかについて監視を行っており、監査役の監視機能の

サポートとして、内部監査部門は、定期的に各社、各部門で実施した内部監査を、監査役に報告しております。

○リスク管理体制の整備の状況

リスク管理体制の整備の状況につきましては、取締役副社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」（取

締役２名、執行役員５名：平成29年６月30日現在）にて、グループ全体のコンプライアンスに関する重要事項を

審議し対策を講じております。さらに、内部統制システムの整備状況をチェックする内部監査部門である「内部

統制室」を社長直轄の組織として設置し、内部監査機能の強化を図っております。また、内部通報体制につきま

しても、「内部通報制度規程」を整備するとともに、受付窓口も複数（顧問弁護士、内部統制室、セクハラ相談

窓口等）設け、通報しやすい体制づくりを行っております。

○子会社の業務の適正を確保するための体制の整備の状況

当社の内部監査部門が定期的にグループ会社の内部監査を実施し、各社の業務執行を調査し、取締役会におい

てその結果を報告するとともに、グループ会社に関する重要な事項については、当社において事前承認を必要と

し、あるいは報告を受ける機会を設けることにより、グループ会社の業務の適正の確保に努めております。
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（当社における会社の機関・内部統制等の関係）

 

②　内部監査及び監査役監査の状況

監査役監査の状況につきましては、当社の監査役は４名(うち社外監査役２名)で、監査役は監査役会で決定した

監査計画に基づき、取締役会等重要な会議への出席、議事録・稟議書等重要な決裁書類等の閲覧及び各事業所への

往査等を行っております。また監査役は、会計監査人から監査計画説明及び会計監査結果報告を受けております。

内部監査の状況につきましては、内部監査部門である「内部統制室」（４名：平成29年６月30日現在）を社長直

轄の組織として設置し、当社規程に基づき、内部監査を実施しており、内部監査機能の強化を図っております。ま

た、内部監査部門とともに内部統制部門としての機能を有する「内部統制室」は、監査役と必要に応じて会合を開

催しており、内部監査計画の説明、実施した内部監査の内容の報告及び内部統制状況の報告等を行っております。

なお、常勤監査役永谷竜一氏は、当社の経理部長に平成20年６月から平成23年６月まで就任しており、財務及び

会計に関する相当程度の知見を有しております。また、社外監査役柳澤義一氏は、公認会計士及び税理士の資格を

有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

③　社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

当社と社外取締役２名及び社外監査役２名との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の特別な利害関係はあ

りません。

社外取締役迫本栄二氏は、銀座Ｋ.Ｔ.Ｃ税理士法人代表社員理事長を兼任しておりますが、当社と同法人との間

には特別な関係はございません。同氏は、株式会社西武ホールディングス及び株式会社プリンスホテルの社外監査

役を兼任しておりますが、当社と両社との間には特別な関係はございません。また、社外取締役山崎長宏氏は、太

陽化学株式会社の代表取締役社長を兼任しておりますが、当社と同社との間には、特別な関係はございません。

社外監査役柳澤義一氏は、新創監査法人統括代表社員を兼任しておりますが、当社と同法人との間には特別な関

係はございません。同氏は、東急リアル・エステート投資法人の監督役員を兼任しておりますが、当社と同社との

間には特別な関係はございません。また、社外監査役井ノ上正男氏は、大高法律事務所に所属する弁護士でありま

すが、当社と同事務所との間には、特別な関係はございません。同氏は、株式会社歌舞伎座の社外監査役を兼任し

ておりますが、当社と同社との間には特別な関係はございません。

当社は、社外取締役２名及び社外監査役２名を選任しており、それぞれ独立的な立場からの経営の監視機能と、

専門的知識による経営に対する助言及び監督的役割を担っております。また、当社は社外取締役又は社外監査役を

選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針を設けておりませんが、当社の社外役員全員（４名）は、

東京証券取引所有価証券上場規程第436条の２に定める独立役員としての資格を有しているため、一般株主と利益

相反するおそれはないと考えております。

なお、社外取締役に対するサポート体制につきましては、取締役会から随時情報の提供等を行っております。ま

た、社外監査役に対するサポート体制につきましては、取締役会及び常勤監査役から随時情報の提供等を行ってお

り、会計監査人からも監査計画説明及び会計監査結果報告を行っております。また、内部監査部門及び内部統制部

門である「内部統制室」からも、社外監査役に対して定期的に、内部監査結果及び内部統制状況の報告を行ってお

ります。
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④　株式の保有状況

　当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）である当社の株式の保有状況については以下のとおりであります。

イ．投資有価証券のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

68銘柄　7,566百万円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

○特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

松竹㈱ 1,627,000 1,726
業務提携を視野に入れた関係強

化のため

大正製薬ホールディングス㈱ 138,300 1,233
業務提携を視野に入れた関係強

化のため

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 1,571,323 819 取引関係の維持・強化のため

三菱商事㈱ 310,000 590 取引関係の維持・強化のため

大日本印刷㈱ 424,000 424 取引関係の維持・強化のため

凸版印刷㈱ 360,000 339 取引関係の維持・強化のため

加藤産業㈱ 77,797 216 取引関係の維持・強化のため

㈱大和証券グループ本社 221,000 152 取引関係の維持・強化のため

イオン㈱ 47,220 76 取引関係の維持・強化のため

㈱マルイチ産商 85,375 73 取引関係の維持・強化のため

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 15,024 71 取引関係の維持・強化のため

㈱みずほフィナンシャルグループ 418,410 70 取引関係の維持・強化のため

ユナイテッド・スーパーマーケット・

ホールディングス㈱
58,869 62 取引関係の維持・強化のため

㈱トーカン 30,000 54 取引関係の維持・強化のため

アクシアル リテイリング㈱ 11,419 42 取引関係の維持・強化のため

東京瓦斯㈱ 58,000 30 取引関係の維持・強化のため

㈱バローホールディングス 9,504 26 取引関係の維持・強化のため

㈱ライフコーポレーション 8,694 24 取引関係の維持・強化のため

ヤマエ久野㈱ 24,941 24 取引関係の維持・強化のため

共同印刷㈱ 55,000 18 取引関係の維持・強化のため

㈱いなげや 12,496 17 取引関係の維持・強化のため

㈱ファミリーマート 2,299 13 取引関係の維持・強化のため

㈱マミーマート 5,996 10 取引関係の維持・強化のため

㈱フジ 4,554 10 取引関係の維持・強化のため

三菱食品㈱ 3,400 9 取引関係の維持・強化のため

伊藤忠食品㈱ 2,000 8 取引関係の維持・強化のため

㈱関西スーパーマーケット 9,653 7 取引関係の維持・強化のため

ユアサ・フナショク㈱ 23,655 7 取引関係の維持・強化のため

㈱平和堂 3,000 7 取引関係の維持・強化のため

㈱ドウシシャ 3,000 6 取引関係の維持・強化のため
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当事業年度

○特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

松竹㈱ 1,627,000 2,132
業務提携を視野に入れた関係強

化のため

大正製薬ホールディングス㈱ 138,300 1,250
業務提携を視野に入れた関係強

化のため

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 1,571,323 1,099 取引関係の維持・強化のため

三菱商事㈱ 310,000 745 取引関係の維持・強化のため

大日本印刷㈱ 424,000 508 取引関係の維持・強化のため

凸版印刷㈱ 360,000 408 取引関係の維持・強化のため

加藤産業㈱ 77,797 222 取引関係の維持・強化のため

㈱大和証券グループ本社 221,000 149 取引関係の維持・強化のため

㈱みずほフィナンシャルグループ 418,410 85 取引関係の維持・強化のため

㈱マルイチ産商 86,145 83 取引関係の維持・強化のため

イオン㈱ 50,186 81 取引関係の維持・強化のため

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 15,024 65 取引関係の維持・強化のため

㈱トーカン 30,000 60 取引関係の維持・強化のため

ユナイテッド・スーパーマーケット・

ホールディングス㈱
58,869 59 取引関係の維持・強化のため

アクシアル リテイリング㈱ 11,419 48 取引関係の維持・強化のため

ヤマエ久野㈱ 26,463 30 取引関係の維持・強化のため

東京瓦斯㈱ 58,000 29 取引関係の維持・強化のため

㈱ライフコーポレーション 8,694 28 取引関係の維持・強化のため

㈱バローホールディングス 9,500 24 取引関係の維持・強化のため

共同印刷㈱ 55,000 19 取引関係の維持・強化のため

㈱いなげや 12,835 19 取引関係の維持・強化のため

ユニー・ファミリーマートホールディ

ングス㈱
2,299 15 取引関係の維持・強化のため

㈱関西スーパーマーケット 9,789 15 取引関係の維持・強化のため

㈱マミーマート 6,258 12 取引関係の維持・強化のため

三菱食品㈱ 3,400 11 取引関係の維持・強化のため

㈱フジ 4,554 11 取引関係の維持・強化のため

伊藤忠食品㈱ 2,000 9 取引関係の維持・強化のため

㈱平和堂 3,000 8 取引関係の維持・強化のため

ユアサ・フナショク㈱ 23,655 7 取引関係の維持・強化のため

㈱ドウシシャ 3,000 6 取引関係の維持・強化のため
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⑤　会計監査の状況

会計監査の状況につきましては、当社は新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、監査役会と会計監査人と

の間で連携を図りながら、会計監査を受けております。

当期において、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、新日本有限責任監査法人に所属する玉井哲史氏、

佐野康一氏であります。また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士８名、その他13名であります。

⑥　役員報酬等

イ．当事業年度における、当社の取締役及び監査役に対する役員報酬の内容は、次のとおりであります。

取締役及び監査役の報酬

区分 支給人員 基本報酬
役員退職慰労

引当金繰入額
報酬等の総額

取締役(社外取締役を除く) 8名 277百万円 16百万円 294百万円

監査役(社外監査役を除く) 3 39 ― 39

社外役員 4 28 ― 28

合計 15 346 16 362
 
ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は、取締役については、役位、在任年数、業績

及び従業員給与とのバランス等を考慮して決定し、監査役については、業績に関わらず、安定した監査を行うた

めに役位、在任年数等を考慮して決定しております。

その内容は、取締役については、役位別、在任年数等を基礎として算定する定額報酬及び業績を基礎として算

定する変動報酬とを組み合わせたものであります。監査役については、役位、在任年数等を考慮した定額報酬で

あります。

報酬の決定方法につきましては、取締役については取締役会の決議により決定しており、監査役については、

監査役の協議により決定しております。

⑦　取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

⑧　取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除するこ

とができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発

揮して、期待される役割を果たすための環境を整備することを目的とするものであります。

⑨　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決

議は、累積投票によらない旨を定款に定めております。

⑩　取締役会で決議することができる株主総会決議事項

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議に

よって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

また、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎

年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

⑪　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 55 ― 67 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 55 ― 67 ―

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　当社の連結子会社であるMUGINOHO GLOBAL PTE.LTD.は、当社の監査公認会計士等である新日本有限責任監査法

人と同一のネットワークに属しているErnst＆Youngのメンバーファームに対し、１百万円の監査業務に係る報酬

を支払っております。

（当連結会計年度）

　当社の連結子会社であるMUGINOHO GLOBAL PTE.LTD.は、当社の監査公認会計士等である新日本有限責任監査法

人と同一のネットワークに属しているErnst＆Youngのメンバーファームに対し、２百万円の監査業務に係る報酬

を支払っております。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成28年４月１日から平成29年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)の財務諸表について、新日本有

限責任監査法人による監査を受けております。

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

　具体的には、会計基準等の内容を適切に把握し、また、会計基準等の変更等について的確に対応するため、公益財

団法人財務会計基準機構へ加入しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,083 7,734

受取手形及び売掛金 9,960 ※３ 14,882

商品及び製品 4,055 ※３ 4,697

仕掛品 647 1,336

原材料及び貯蔵品 4,394 ※３ 5,666

繰延税金資産 738 852

その他 1,126 1,873

貸倒引当金 △13 △49

流動資産合計 28,994 36,994

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※３ 18,056 ※３ 18,006

減価償却累計額 △10,785 △11,226

建物及び構築物（純額） 7,271 6,779

機械装置及び運搬具 ※３ 15,173 ※３ 22,284

減価償却累計額 △11,253 △15,505

機械装置及び運搬具（純額） 3,919 6,779

土地 ※２,※３ 11,407 ※２,※３ 11,337

リース資産 2,326 2,497

減価償却累計額 △1,203 △1,166

リース資産（純額） 1,122 1,331

建設仮勘定 27 103

その他 ※３ 2,197 ※３ 2,381

減価償却累計額 △1,714 △1,878

その他（純額） 483 502

有形固定資産合計 24,232 26,833

無形固定資産   

のれん 5,833 12,625

その他 176 178

無形固定資産合計 6,009 12,804

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 9,978 ※１ 11,132

関係会社出資金 ※１ 152 ※１ 331

繰延税金資産 329 319

退職給付に係る資産 － 42

その他 1,498 1,511

貸倒引当金 △103 △99

投資その他の資産合計 11,855 13,237

固定資産合計 42,097 52,875

資産合計 71,092 89,869
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※３ 7,494 ※３ 9,020

短期借入金 ※３ 9,763 ※３ 16,015

1年内償還予定の社債 5,000 －

リース債務 380 357

未払法人税等 753 1,075

賞与引当金 592 617

資産除去債務 11 3

未払金 5,170 5,745

その他 1,464 3,137

流動負債合計 30,630 35,972

固定負債   

社債 － 10,000

長期借入金 ※３ 7,665 ※３ 8,683

リース債務 854 1,112

繰延税金負債 254 448

再評価に係る繰延税金負債 ※２ 403 ※２ 403

役員退職慰労引当金 31 47

退職給付に係る負債 475 500

資産除去債務 236 236

その他 936 1,245

固定負債合計 10,858 22,677

負債合計 41,488 58,650

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,502 3,502

資本剰余金 6,331 6,331

利益剰余金 23,704 24,388

自己株式 △2,070 △2,082

株主資本合計 31,467 32,140

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,344 2,146

繰延ヘッジ損益 － △99

土地再評価差額金 ※２ △3,429 ※２ △3,429

為替換算調整勘定 228 593

退職給付に係る調整累計額 △96 △61

その他の包括利益累計額合計 △1,953 △849

非支配株主持分 88 △71

純資産合計 29,603 31,219

負債純資産合計 71,092 89,869
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 79,193 80,605

売上原価 ※１ 42,754 ※１ 43,525

売上総利益 36,438 37,080

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 3,490 3,539

広告宣伝費 2,559 2,530

販売促進費 12,918 12,842

給料及び賞与 5,560 5,540

賞与引当金繰入額 306 327

役員退職慰労引当金繰入額 18 21

貸倒引当金繰入額 0 △2

退職給付費用 200 292

減価償却費 426 407

その他 8,137 8,479

販売費及び一般管理費合計 ※２ 33,620 ※２ 33,981

営業利益 2,818 3,098

営業外収益   

受取利息 4 16

受取配当金 121 121

持分法による投資利益 － 32

不動産賃貸料 135 98

その他 154 157

営業外収益合計 415 426

営業外費用   

支払利息 174 170

社債発行費 － 62

為替差損 46 114

固定資産除却損 37 45

シンジケートローン手数料 23 61

不動産賃貸費用 43 44

その他 78 60

営業外費用合計 404 557

経常利益 2,828 2,967
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

特別利益   

補助金収入 － 11

受取補償金 33 －

特別利益合計 33 11

特別損失   

固定資産売却損 － ※３ 10

減損損失 ※４ 370 ※４ 248

投資有価証券評価損 91 61

事業撤退損 － 97

会員権売却損 7 －

店舗閉鎖損失 11 30

特別損失合計 481 449

税金等調整前当期純利益 2,380 2,529

法人税、住民税及び事業税 1,215 1,470

法人税等調整額 △94 △186

法人税等合計 1,120 1,283

当期純利益 1,260 1,245

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に

帰属する当期純損失（△）
△5 4

親会社株主に帰属する当期純利益 1,265 1,241

 

EDINET提出書類

株式会社永谷園ホールディングス(E00469)

有価証券報告書

 43/102



【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当期純利益 1,260 1,245

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △511 804

繰延ヘッジ損益 － △99

土地再評価差額金 △22 －

為替換算調整勘定 20 336

退職給付に係る調整額 △230 35

持分法適用会社に対する持分相当額 － 28

その他の包括利益合計 ※ △743 ※ 1,104

包括利益 516 2,350

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 522 2,344

非支配株主に係る包括利益 △6 5
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,502 6,331 23,035 △2,065 30,804

当期変動額      

剰余金の配当   △557  △557

親会社株主に帰属する
当期純利益

  1,265  1,265

自己株式の取得    △5 △5

自己株式の処分     －

連結範囲の変動   △39  △39

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 668 △5 663

当期末残高 3,502 6,331 23,704 △2,070 31,467

 

         

 その他の包括利益累計額
非支配
株主持分

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 1,854 － △3,406 165 134 △1,252 90 29,643

当期変動額         

剰余金の配当        △557

親会社株主に帰属する
当期純利益

       1,265

自己株式の取得        △5

自己株式の処分        －

連結範囲の変動        △39

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△510 － △22 62 △230 △700 △2 △703

当期変動額合計 △510 － △22 62 △230 △700 △2 △39

当期末残高 1,344 － △3,429 228 △96 △1,953 88 29,603

 

EDINET提出書類

株式会社永谷園ホールディングス(E00469)

有価証券報告書

 45/102



当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,502 6,331 23,704 △2,070 31,467

当期変動額      

剰余金の配当   △557  △557

親会社株主に帰属する
当期純利益

  1,241  1,241

自己株式の取得    △11 △11

自己株式の処分  0  0 0

連結範囲の変動     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 0 683 △11 672

当期末残高 3,502 6,331 24,388 △2,082 32,140

 

         

 その他の包括利益累計額
非支配
株主持分

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 1,344 － △3,429 228 △96 △1,953 88 29,603

当期変動額         

剰余金の配当        △557

親会社株主に帰属する
当期純利益

       1,241

自己株式の取得        △11

自己株式の処分        0

連結範囲の変動        －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

802 △99 － 365 35 1,103 △160 943

当期変動額合計 802 △99 － 365 35 1,103 △160 1,616

当期末残高 2,146 △99 △3,429 593 △61 △849 △71 31,219
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,380 2,529

減価償却費 1,941 2,038

減損損失 370 248

のれん償却額 392 341

その他の償却額 64 76

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △8

賞与引当金の増減額（△は減少） △4 25

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16 15

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △169 △137

受取利息及び受取配当金 △125 △138

支払利息 174 170

社債発行費 － 62

持分法による投資損益（△は益） － △32

有形固定資産除売却損益（△は益） 24 53

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △0

投資有価証券評価損益（△は益） 91 61

補助金収入 － △11

その他の営業外損益（△は益） 34 167

売上債権の増減額（△は増加） 511 △3,735

たな卸資産の増減額（△は増加） △180 489

仕入債務の増減額（△は減少） △513 150

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △397 690

未払消費税等の増減額（△は減少） △82 220

その他の資産・負債の増減額 △288 △556

小計 4,241 2,721

利息及び配当金の受取額 122 139

利息の支払額 △178 △183

法人税等の支払額 △1,023 △1,305

法人税等の還付額 73 190

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,235 1,562
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △24 △24

定期預金の払戻による収入 24 24

有形及び無形固定資産の取得による支出 △2,402 △2,025

有形固定資産の売却による収入 73 77

投資有価証券の取得による支出 △3,212 △13

投資有価証券の売却による収入 51 0

関係会社貸付けによる支出 － △23

関係会社出資金の払込による支出 － △179

子会社株式の取得による支出 － △40

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ ※２ △10,937

短期貸付金の回収による収入 10 3

保険積立金の解約による収入 15 2

差入保証金の差入による支出 △68 △155

差入保証金の回収による収入 84 126

補助金の受取額 － 425

その他 △27 △145

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,475 △12,885

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,040 7,838

社債の発行による収入 － 9,937

社債の償還による支出 － △5,000

長期借入れによる収入 1,296 3,000

長期借入金の返済による支出 △1,222 △3,799

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △439 △409

自己株式の純増減額（△は増加） △5 △11

配当金の支払額 △557 △557

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,112 10,997

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 △23

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △126 △348

現金及び現金同等物の期首残高 8,187 8,075

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 14 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 8,075 ※１ 7,726
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　　　　該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

　１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　　　32社

　主要な連結子会社の名称

　㈱永谷園　　　　　　　　　　 ㈱サンフレックス永谷園

　㈱サニーフーズ　　　　 　　　㈱永谷園プロパティ

　藤原製麺㈱　　　　　　　　　 Broomco (3554) Limited

　Broomco (3555) Limited　　　 Chaucer Foods Limited

　Chaucer Foods UK Limited　　 Chaucer Foods SAS

　Chaucer Foods (Qingdao) Co. Limited

　㈱麦の穂ホールディングス 　　㈱麦の穂

　Muginoho International,Inc.　NAGATANIEN USA,INC.

　NAGATANIEN RS FOODS,LLC　他

　当連結会計年度より、新たにBroomco (3554) Limitedの全株式を株式会社産業革新機構と共同にて取

得したため、Broomco (3554) Limitedを含む14社を連結の範囲に含めております。

 

　(2) 主要な非連結子会社の名称

　上海永谷園食品貿易有限公司

　（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 

　２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社

　　持分法適用の非連結子会社及び関連会社数 2社

　　　持分法適用の関連会社の名称

　　　　MAIN ON FOODS,CORP.　Sweet Meal Co.,Ltd.

 

　(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

　　主要な会社等の名称

　　　上海永谷園食品貿易有限公司

　　（持分法を適用していない理由）

　当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。

 

　３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　藤原製麺㈱、㈱麦の穂ホールディングス及び㈱麦の穂の決算日は２月28日、㈱京都吉祥庵の決算日は１

月31日、Broomco (3554) Limited、Broomco (3555) Limited、Chaucer Foods Limited、Chaucer Foods UK

Limited、Chaucer Foods SAS、Chaucer Foods (Qingdao) Co. Limited、Muginoho International,Inc.及

びNAGATANIEN USA,INC.並びにNAGATANIEN RS FOODS,LLC他11社の決算日は12月31日であります。連結財務

諸表を作成するにあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。

　その他の連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。
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　４　会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)

　時価のないもの…移動平均法による原価法

　②　たな卸資産

　主として月別移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定)

　在外連結子会社については、主として先入先出法による低価法

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産(リース資産を除く)

　　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに平成28年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　また、在外連結子会社については、主として定額法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物及び構築物　　　２～50年

　　機械装置及び運搬具　２～20年

　②　無形固定資産(リース資産を除く)

　　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

　③　リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

　(3) 繰延資産の処理方法

社債発行費

支出時に全額費用処理しております。

 

　(4) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

　当連結会計年度末保有の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

　②　賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

　③　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給見積額を計上しておりま

す。
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　(5) 退職給付に係る会計処理の方法

　①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

　②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理してお

ります。

　③　小規模企業等における簡便法の採用

　一部を除く連結子会社につきましては、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

　(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

　なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上

しております。

 

　(7) 重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしており、特例処理を採用しております。また、

為替予約及び通貨スワップについては、振当処理の要件を満たしているため、振当処理を採用しておりま

す。

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…金利スワップ、為替予約、通貨スワップ

　ヘッジ対象…借入金利息、外貨建予定取引(外貨建投資有価証券の取得)、借入金

　③　ヘッジ方針

　当社グループでは社内規定に基づき、将来の金利変動リスク及び外貨建取引の為替相場の変動リスクを

回避する目的で行っております。

　④　ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理の要件を満たす金利スワップ、振当処理によっている為替予約及び通貨スワップについては、

有効性の評価を省略しております。

　(8) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんは、発生年度より実質的判断による年数の見積りが可能なものはその見積り年数で、その他につ

いては５年間で均等償却しております。

　　ただし、金額が僅少な場合は、発生年度に全額償却しております。

 

　(9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

　(10) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用として

処理しております。
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（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微でありま

す。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に含めていた「退職給付費用」は、金

額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に表示し

ていた8,338百万円は、「退職給付費用」200百万円、「その他」8,137百万円として組み替えております。

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「助成金収入」は金額的重要性が乏

しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「助成金収入」に表示していた

16百万円は、「その他」として組み替えております。

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「債権売却損」は金額的重要性が乏

しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「債権売却損」に表示していた

29百万円は、「その他」として組み替えております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当

連結会計年度から適用しております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

投資有価証券(株式) 2,933百万円 3,042百万円

関係会社出資金 152 331

 

※２　当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法……………土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４

号に定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の

価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理

的な調整を行って算出する方法によっております。

再評価を行った年月日…平成14年３月31日

 

※３　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

受取手形及び売掛金 －百万円 70百万円

商品及び製品 － 52

原材料及び貯蔵品 － 104

建物及び構築物 473 869

機械装置及び運搬具 23 388

土地 159 159

有形固定資産その他 0 15

計 656 1,660

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

支払手形及び買掛金 13百万円 11百万円

短期借入金 45 118

長期借入金 120 79

計 180 209

 

（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれてお

ります。

前連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

23百万円 28百万円

 

※２　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

614百万円 567百万円
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※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

建物及び構築物 －百万円 建物及び構築物 6百万円

有形固定資産その他 － 有形固定資産その他 0

その他(店舗閉鎖費用) － その他(店舗閉鎖費用) 4

計 － 計 10

 

※４　減損損失

前連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

　当社グループは以下の資産について減損損失を計上いたしました。

場　所 用　途 種　類 減損損失

大阪府　他
（21件）

店舗資産

建物及び構築物 92百万円

建設仮勘定 17百万円

長期前払費用 ６百万円

米国
（２件）

処分予定工場資産

機械装置及び運搬具 ７百万円

建物及び構築物 ５百万円

その他 ４百万円

― その他 のれん 238百万円

計 ― ― 370百万円

　当社グループは、事業セグメントを基礎とし、管理会計上の単位ごとにグルーピングを行っており、店舗資

産及び処分予定工場資産については、それぞれの個別物件ごとにグルーピングを行っております。

　中食その他事業の店舗資産につきましては、営業活動から生じる損益が継続してマイナスであり、来期の見

込みも明らかにマイナスである店舗資産及び処分予定である店舗資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当期減少額を減損損失（115百万円）として特別損失に計上しております。なお、店舗資産の回収可能価額

は、正味売却価額により測定しており、減価償却資産についてはその残存価額に重要性が乏しいため、残存価

額を基に算定しております。但し、明らかに売却または他店舗への転用が不可能な店舗資産については、正味

売却価額を零としております。

　中食その他事業の処分予定工場資産につきましては、来期における閉鎖が決定したことにより、その帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当期減少額を減損損失（17百万円）として特別損失に計上しております。のれ

んについては、取得時の事業計画において、当初想定していた収益が見込めなくなったことから、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当期減少額を減損損失（238百万円）として特別損失に計上しております。なお、

処分予定工場資産の回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込ま

れないことから、零としております。のれんの回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッ

シュ・フローを12.0％で割り引いて算出しております。
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当連結会計年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

　当社グループは以下の資産について減損損失を計上いたしました。

場　所 用　途 種　類 減損損失

東京都
(１件)

事務所等 建設仮勘定 88百万円

静岡県
(１件)

遊休資産 土地 2百万円

大阪府　他
（14件）

店舗資産

建物及び構築物 87百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

リース資産 2百万円

建設仮勘定 16百万円

長期前払費用 2百万円

その他 3百万円

京都府
（１件）

生産設備

建物及び構築物 9百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

リース資産 3百万円

その他 0百万円

米国
（１件）

生産設備

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 22百万円

その他 2百万円

中国
（１件）

事務所

建物及び構築物 2百万円

長期前払費用 0百万円

その他 1百万円

計 ― ― 248百万円

　当社グループは、事業セグメントを基礎とし、管理会計上の単位ごとにグルーピングを行っており、遊休資

産及び店舗資産については、それぞれの個別物件ごとにグルーピングを行っております。

　全社資産の事務所等資産につきましては、ビルの建設計画を一時中断しており、当該計画の再開については

検討中であるものの、当面の計画については不透明であるため当該計画に関わる固定資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当期減少額を減損損失（88百万円）として特別損失に計上しております。なお、減損損失

の測定における回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込まれな

いことから、零としております。

　全社資産の遊休資産につきましては、地価の下落等により投資額の回収が困難と見込まれるため、回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失(2百万円)として特別損失に計上しております。なお、減損損失の測

定における回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定等により合理的に算定された評価額

に基づく正味売却価額を使用しております。

　中食その他事業の店舗資産につきましては、営業活動から生じる損益が継続してマイナスであり、来期の見

込みも明らかにマイナスである店舗資産及び処分予定である店舗資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当期減少額を減損損失（113百万円）として特別損失に計上しております。なお、店舗資産の回収可能価額

は、正味売却価額により測定しており、減価償却資産についてはその残存価額に重要性が乏しいため、残存価

額を基に算定しております。但し、明らかに売却または他店舗への転用が不可能な店舗資産については、正味

売却価額を零としております。

　中食その他事業の京都府の生産設備資産につきましては、営業活動から生じる損益が継続してマイナスであ

り、来期の見込みも明らかにマイナスである生産設備資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当期減少額

を減損損失（14百万円）として特別損失に計上しております。なお、生産設備資産の回収可能価額は、使用価

値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込まれないことから、零としております。
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　中食その他事業の米国の生産設備資産につきましては、営業活動から生じる損益が継続してマイナスであ

り、来期の見込みも明らかにマイナスである生産設備資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当期減少額

を減損損失（25百万円）として特別損失に計上しております。なお、生産設備資産の回収可能価額は、使用価

値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込まれないことから、零としております。

　中食その他事業の中国の事務所資産につきましては、当該事務所を含むより大きな単位の営業活動から生じ

る損益が継続してマイナスであり、来期の見込みも明らかにマイナスである事務所資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当期減少額を減損損失（4百万円）として特別損失に計上しております。なお、事務所資産

の回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込まれないことから、

零としております。

 

 

（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △765百万円 1,094百万円

組替調整額 － 0

税効果調整前 △765 1,094

税効果額 254 △290

その他有価証券評価差額金 △511 804

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 － △144

税効果調整前 － △144

税効果額 － 44

繰延ヘッジ損益 － △99

土地再評価差額金：   

税効果額 △22 －

土地再評価差額金 △22 －

為替換算調整勘定：   

当期発生額 20 336

為替換算調整勘定 20 336

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 △349 △18

組替調整額 4 75

税効果調整前 △344 57

税効果額 113 △22

退職給付に係る調整額 △230 35

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 － 28

持分法適用会社に対する持分相当額 － 28

その他の包括利益合計 △743 1,104
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

普通株式 38,277 － － 38,277

合計 38,277 － － 38,277

自己株式     

普通株式　（注） 2,319 4 － 2,324

合計 2,319 4 － 2,324

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加4千株は、単元未満株式の買取請求による増加4千株であります。

 

２　配当に関する事項

(１) 配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 278 7.75 平成27年３月31日 平成27年６月29日

平成27年11月６日

取締役会
普通株式 278 7.75 平成27年９月30日 平成27年12月10日

 

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 278 利益剰余金 7.75 平成28年３月31日 平成28年６月30日
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当連結会計年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

普通株式 38,277 － － 38,277

合計 38,277 － － 38,277

自己株式     

普通株式　（注） 2,324 9 0 2,332

合計 2,324 9 0 2,332

 （注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加9千株は、単元未満株式の買取請求による増加9千株であります。

 　　　２　普通株式の自己株式の株式数の減少0千株は、単元未満株式の売渡し請求による減少0千株であります。

 

２　配当に関する事項

(１) 配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 278 7.75 平成28年３月31日 平成28年６月30日

平成28年11月４日

取締役会
普通株式 278 7.75 平成28年９月30日 平成28年12月９日

 

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 278 利益剰余金 7.75 平成29年３月31日 平成29年６月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

現金及び預金勘定 8,083百万円 7,734百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △8 △8 

現金及び現金同等物 8,075 7,726 

 

※２　当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の内訳

株式の取得により新たにBroomco (3554) Limitedを含む14社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債

の内訳並びにBroomco (3554) Limited株式の取得価額とBroomco (3554) Limited取得のための支出（純額）との

関係は次のとおりであります。
 
流動資産 5,491 百万円

固定資産 3,047  

のれん 7,135  

流動負債 △3,257  

固定負債 △7,301  

為替換算調整勘定 △110  

非支配株主持分 165  

新規連結子会社の株式の取得価額 5,170  

新規連結子会社の現金及び現金同等物 △1,040  

支配獲得日からみなし取得日までの間に実行された当該会社に対する貸付金 6,807  

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 10,937  

 

３　重要な非資金取引の内容

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額 467百万円 246百万円
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（リース取引関係）

（借主側）

１　ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)　リース資産の内容

① 有形固定資産

　主に国内食料品事業における生産設備（機械装置及び運搬具）及び通信機器（工具、器具及び備

品）であります。

② 無形固定資産

　ソフトウエアであります。

(2)　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計方針に関する事項　（2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２　オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

１年内 43 38

１年超 217 149

合計 261 187
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（金融商品関係）

１　金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に食料品の製造販売事業を行うための事業計画に照らして、必要な資金は長期・短

期共に金融機関からの借入及び社債発行により調達しております。また、一時的な余資は安全性の高い金

融資産で運用しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な

取引は行わない方針であります。

 

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当該リスクに関して

は社内規定に従い、主な取引先の信用調査、取引先別の期日管理及び残高管理を行うことによりリスク軽

減を図っております。

　投資有価証券は市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する株式等であ

り、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

　短期借入金及び社債は、主に営業取引に係る運転資金の確保を目的とした資金調達であり、長期借入金

は主に設備投資、事業投資を目的とした資金調達であります。借入金の一部は、変動金利であるため金利

の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしており

ます。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取

引及び外貨建て予定取引に係る為替変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約取引、外貨建借入金

に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした通貨スワップ取引であります。

 

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは社内規定に従い、営業債権について、営業部門及び経理部門が主要な取引先の状況を定

期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い金

融機関とのみ取引を行っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引及

び外貨建て予定取引に係る為替変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約取引、外貨建借入金に係

る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした通貨スワップ取引を利用しております。

　当該デリバティブ取引に係るリスク管理は、社内規定により経理部が実施しており、取引予定額、取引

残高等については、必要に応じて取締役会等に報告しております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは各部署からの報告に基づき、経理部が資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動

性を一定水準に維持し、流動性リスクを管理しております。

　また、一部の連結子会社を除き、キャッシュ・マネジメント・システムを利用し、流動性リスクの軽減

を図っております。

 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。

 

(5)信用リスクの集中

　当期の連結決算日現在における営業債権のうち72.4％がエイペックス・ファンディング・コーポレー

ションに対するものであります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（(注)２　参照）。

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）  

(1) 現金及び預金 8,083 8,083 ―  

(2) 受取手形及び売掛金 9,960 9,960 ―  

(3) 投資有価証券     

　　　その他有価証券 6,670 6,670 ―  

　資産計 24,714 24,714 ―  

(1) 支払手形及び買掛金 7,494 7,494 ―  

(2) 短期借入金 9,763 9,823 60  

(3) １年内償還予定の社債 5,000 5,003 3  

(4) 未払金 5,170 5,170 ―  

(5) 長期借入金 7,665 7,836 170  

　負債計 35,093 35,327 234  

 デリバティブ取引 ― ― ―  

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）  

(1) 現金及び預金 7,734 7,734 ―  

(2) 受取手形及び売掛金 14,882 14,882 ―  

(3) 投資有価証券     

　　　その他有価証券 7,777 7,777 ―  

　資産計 30,394 30,394 ―  

(1) 支払手形及び買掛金 9,020 9,020 ―  

(2) 短期借入金 16,015 16,063 47  

(3) 未払金 5,745 5,745 ―  

(4) 社債 10,000 9,905 △95  

(5) 長期借入金 8,683 8,811 128  

　負債計 49,464 49,545 80  

 デリバティブ取引(※) (144) (144) ―  

(※)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては（　）で示しております。

(注)１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(3)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
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負債

(1)支払手形及び買掛金、(3)未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(2)短期借入金、(5)長期借入金

　これらのうち、固定金利による借入金の時価については、元利金の合計額を同様の借入を行った場

合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

　また、変動金利による借入金の時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ますが、金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施している借入金については、取引金融機関

から提示された金利スワップの時価も含めて記載しております。

(4)社債

　社債の時価は、市場価格等によっております。

デリバティブ取引

　「デリバティブ取引関係」注記をご参照下さい。

 

　　２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式 2,933 3,042

その他有価証券（非上場株式等） 374 313

　なお、これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、

時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

 

　　３　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

　預金 8,017 ― ― ―

　受取手形及び売掛金 9,960 ― ― ―

合計 17,978 ― ― ―
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当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

　預金 7,610 ― ― ―

　受取手形及び売掛金 14,882 ― ― ―

合計 22,492 ― ― ―

 

 

　　４　社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 9,763 ― ― ― ― ―

１年内償還予定の社債 5,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 ― 1,259 1,224 1,214 1,184 2,782

リース債務 380 305 232 179 102 34

合計 15,143 1,565 1,456 1,393 1,286 2,817

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 16,015 ― ― ― ― ―

社債 ― ― ― ― 5,000 5,000

長期借入金 ― 1,526 1,666 1,484 1,156 2,850

リース債務 357 285 229 150 72 374

合計 16,372 1,812 1,896 1,634 6,228 8,224
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（有価証券関係）

１　その他有価証券

前連結会計年度(平成28年３月31日)

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 5,970 4,038 1,932

(2) 債券    

①国債・地方債等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 ― ― ―

(3) その他 23 12 11

小計 5,994 4,050 1,944

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式 675 826 △151

(2) 債券    

①国債・地方債等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 675 826 △151

合計 6,670 4,877 1,793

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額　374百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

　　　困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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当連結会計年度(平成29年３月31日)

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 7,744 4,871 2,872

(2) 債券    

①国債・地方債等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 ― ― ―

(3) その他 27 12 15

小計 7,771 4,883 2,887

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式 5 6 △0

(2) 債券    

①国債・地方債等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 5 6 △0

合計 7,777 4,890 2,887

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額　313百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

　　　困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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２　売却したその他有価証券

前連結会計年度(自平成27年４月１日　至平成28年３月31日)

種類 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

(1)株式 0 0 ―

(2)債券    

①国債・地方債等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 ― ― ―

(3)その他 ― ― ―

合計 0 0 ―

 

当連結会計年度(自平成28年４月１日　至平成29年３月31日)

種類 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

(1)株式 0 0 ―

(2)債券    

①国債・地方債等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 ― ― ―

(3)その他 ― ― ―

合計 0 0 ―

 

３　減損処理を行った有価証券

　前連結会計年度において、有価証券について91百万円（その他有価証券の株式 91百万円）減損処理を行ってお

ります。

　当連結会計年度において、有価証券について61百万円（その他有価証券の株式 61百万円）減損処理を行ってお

ります。
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（デリバティブ取引関係）

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　該当事項はありません。

 

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

（１）通貨関連

前連結会計年度（平成28年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

為替予約等の振当
処理

通貨スワップ取引     

受取　米ドル
支払　円

借入金 5,850 5,558 △144

（注）時価の算定方法　取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

（２）金利関連

前連結会計年度（平成28年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引     

変動受取・固定支払  　　借入金 7,200 6,100 　(注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引     

変動受取・固定支払  　　借入金 6,100 5,100 　(注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度

を採用しております。

　確定給付企業年金制度(積立型)では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給します。

　退職一時金制度(非積立型)では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給します。

　連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度(一部の連結子会社については、中小企業退職金

共済制度に加入)は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

２　確定給付制度（簡便法を適用した制度を除く。）

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

退職給付債務の期首残高 3,884百万円 3,964百万円
勤務費用 209 230
利息費用 34 7
数理計算上の差異の発生額 259 77
退職給付の支払額 △422 △349
新規連結に伴う増加額 － 104

退職給付債務の期末残高 3,964 4,035

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

年金資産の期首残高 3,784百万円 3,655百万円
期待運用収益 46 7
数理計算上の差異の発生額 △89 59
事業主からの拠出額 318 344
退職給付の支払額 △403 △349

年金資産の期末残高 3,655 3,717

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び

退職給付に係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 3,952百万円 3,913百万円

年金資産 △3,655 △3,717

 296 196
非積立型制度の退職給付債務 12 122

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 309 318

   
退職給付に係る負債 309 320
退職給付に係る資産 － △2

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 309 318

 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

勤務費用 209百万円 230百万円
利息費用 34 7
期待運用収益 △46 △7
数理計算上の差異の費用処理額 26 97
過去勤務費用の費用処理額 △21 △21

確定給付制度に係る退職給付費用 202 306
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(5）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

過去勤務費用 21百万円 21百万円
数理計算上の差異 323 △78
合　計 344 △57

 

(6）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）
未認識過去勤務費用 △84百万円 △63百万円
未認識数理計算上の差異 230 151
合　計 145 88

 

(7）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）
国内債券 17.8％ 19.5％
国内株式 8.6 8.0
外国債券 4.8 4.6
外国株式 8.8 8.1
保険資産(一般勘定) 43.5 43.2
オルタナティブ投資 14.1 14.3
その他 2.4 2.3
合　計 100.0 100.0

(注)オルタナティブ投資は主に、事業債、エマージング債券、J-REIT、コモディティへの投資であります。

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成

する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）
割引率 0.2％ 0.2％
長期期待運用収益率 2.0％ 1.0％
予想昇給率 2.7～6.2％ 2.7～6.2％
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３　簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 196百万円 166百万円

退職給付費用 75 80

退職給付の支払額 △14 △12

制度への拠出額 △89 △93

退職給付に係る負債の期末残高 166 140

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び

退職給付に係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 394百万円 395百万円

年金資産 △393 △435

 0 △39

非積立型制度の退職給付債務 166 180

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 166 140

   

退職給付に係る負債 166 180

退職給付に係る資産 － △39

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 166 140

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度75百万円 当連結会計年度80百万円

 

４　確定拠出制度

　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度60百万円、当連結会計年度67百万円であり

ます。

 

（ストック・オプション等関係）

 該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

(1) 流動資産の繰延税金資産及び流動負債の繰延税金負債    

(繰延税金資産)    

販売促進費否認 325百万円 339百万円

繰延ヘッジ損失 －  44

繰越欠損金 29  53

賞与引当金繰入額否認 204  209

未払事業税否認 66  91

未払法定福利費否認 26  26

たな卸資産評価損否認 9  9

その他 81  86

繰延税金資産小計 742  863

評価性引当額 △4  △7

繰延税金資産合計 738  855

繰延税金負債との相殺 －  △3

繰延税金資産の純額 738  852

(繰延税金負債)    

未収還付事業税 －  3

繰延税金負債合計 －  3

繰延税金資産との相殺 －  △3

繰延税金負債の純額 －  －

    

(2) 固定資産の繰延税金資産及び固定負債の繰延税金負債    

(繰延税金資産)    

繰越欠損金 467百万円 1,080百万円

長期未払金否認 224  222

投資有価証券評価損否認 228  236

退職給付に係る負債 162  164

会員権評価損否認 33  35

減損損失否認 51  69

その他 353  340

繰延税金資産小計 1,520  2,149

評価性引当額 △805  △1,406

繰延税金資産合計 715  743

繰延税金負債との相殺 △385  △423

繰延税金資産の純額 329  319

(繰延税金負債)    

その他有価証券評価差額金 473  763

固定資産圧縮積立金 89  89

その他 76  19

繰延税金負債合計 639  872

繰延税金資産との相殺 △385  △423

繰延税金負債の純額 254  448
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

法定実効税率 33.1％  30.9％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.9  3.2

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.4  △0.3

のれん償却額 5.5  4.2

法人税額の特別控除額 △2.5  △3.5

住民税均等割額 1.9  1.6

評価性引当額の増減 2.1  4.1

のれん減損損失 3.3  －

子会社取得関連費用 －  4.2

連結子会社との税率差異 2.0  5.4

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.4  －

その他 △4.2  1.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.1  50.8
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称   Broomco (3554) Limited

事業の内容         持株会社

（2）企業結合を行った主な理由

英国を本拠とし、世界各地にグローバルな販売チャネルと生産拠点を持つフリーズドライ食品及びパ

ン製品メーカーであるChaucer Groupの親会社であるBroomco (3554) Limitedの株式を取得すること

で、Chaucer Groupの海外における豊富な経営資源と当社グループが長年培ってきた製造ノウハウを

融合させ、グループ全体での海外事業の拡大・強化を図るためであります。

（3）企業結合日

平成28年12月９日

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

（5）結合後企業の名称

結合後の企業の名称に変更はありません。

（6）取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率　0％

企業結合日に取得した議決権比率　　　 60％

取得後の議決権比率　　　　　　　　　 60％

当社がBroomco (3554) Limitedの発行済株式の全てを取得した後に、株式会社産業革新機構にその

40％に相当する株式を譲渡いたしました。

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成28年12月31日をみなし取得日としており、被取得企業の決算日である12月31日時点の財務諸表を使用

しているため、当連結会計年度に被取得企業の業績は含まれておりません。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 5,170百万円

取得原価  5,170

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用 120 百万円

デューデリジェンス費用 142  

その他 77  

取得関連費用 340  

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

7,135百万円

（2）発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力によるものです。

（3）償却方法及び償却期間

15年間にわたる均等償却
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６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 5,491百万円

固定資産 3,047

資産合計 8,539

流動負債 3,257

固定負債 7,301

負債合計 10,559

 

７．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及

ぼす影響額の概算及びその算定方法

売上高 15,111百万円

営業利益 611

経常利益 383

親会社株主に帰属する当期純損失 283

 

（概算額の算定方法）

　企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業の

連結損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

 

（資産除去債務関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

　当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の事務所等（土地及び建物）を有してお

ります。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は60百万円（賃貸収益は営業外収益に、主な

賃貸費用は営業外費用に計上）であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は31百万

円（主な賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）、減損損失は２百万円（特別損失に計上）

であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 4,159 4,157

 期中増減額 △2 △23

 期末残高 4,157 4,134

期末時価 7,618 10,444

(注)１　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２　期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は減価償却によるものであります。当連結会計年度の主な

減少額は不動産の処分及び減価償却によるものであります。

３　期末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価書」に基づいて自社で算定した金額

（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

　当社グループの事業は、商品及びサービス別のセグメントで構成されており、「国内食料品事業」、

「海外食料品事業」及び「中食その他事業」を報告セグメントとしております。当社グループは、その事

業の大部分を「国内食料品事業」が占めております。「国内食料品事業」においては、当社にて取扱い商

品の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　「国内食料品事業」においては主に和風即席食品及び洋風・中華風即席食品の製造及び販売を行ってお

ります。「海外食料品事業」においては主にフリーズドライ食品・パンの製造及び販売を行っておりま

す。なお、当連結会計年度より、Broomco (3554) Limitedを含む14社を連結子会社としたことに伴い、

「海外食料品事業」として報告セグメントに区分表示しております。「中食その他事業」においては

シュークリーム等の菓子の製造及び販売、飲食店のフランチャイズチェーン店の加盟店募集及び加盟店の

指導、テイクアウト寿司の製造及び販売、その他の事業を行っております。

　当連結会計年度より、海外の重要性が増したため、報告セグメントを従来の「食料品事業」及び「中食

その他事業」の２区分から、「国内食料品事業」、「海外食料品事業」及び「中食その他事業」の３区分

に変更しております。また、報告セグメントの利益の算定方法について、従来「食料品事業」に区分して

おりました当社(持株会社)に係る全社費用を各報告セグメントに配分しない方法に変更しております。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開

示しております。

 

２　報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のために採用されている会計処

理基準に基づく金額により記載しております。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３　報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

    (単位：百万円)

 報告セグメント

合計
 

国内食料品
事業

海外食料品
事業

中食その他
事業

売上高     

外部顧客への売上高 67,880 － 11,312 79,193

セグメント間の内部売上高又は振替高 55 － 15 70

計 67,935 － 11,328 79,263

セグメント利益 2,954 － 77 3,031

セグメント資産 39,173 3,214 11,826 54,213

その他の項目     

減価償却費 1,644 － 266 1,911

減損損失 － － 370 370

のれんの償却額 － － 392 392

持分法適用会社への投資額 － 2,933 － 2,933

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 2,751 － 414 3,166

 

　当連結会計年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

    (単位：百万円)

 報告セグメント

合計
 

国内食料品
事業

海外食料品
事業

中食その他
事業

売上高     

外部顧客への売上高 69,371 － 11,233 80,605

セグメント間の内部売上高又は振替高 134 － 22 157

計 69,506 － 11,255 80,762

セグメント利益 3,590 － 43 3,634

セグメント資産 41,158 19,451 11,761 72,370

その他の項目     

減価償却費 1,723 － 255 1,978

減損損失 － － 157 157

のれんの償却額 － － 341 341

持分法適用会社への投資額 － － － －

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 1,924 － 461 2,386
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４　報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 79,263 80,762

セグメント間取引消去 △70 △157

連結財務諸表の売上高 79,193 80,605

 

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 3,031 3,634

セグメント間取引消去 781 2,036

全社費用 (注) △994 △2,571

連結財務諸表の営業利益 2,818 3,098

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 54,213 72,370

セグメント間取引消去 △7,944 △14,113

全社資産 (注) 24,822 31,612

連結財務諸表の資産合計 71,092 89,869

(注) 全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社建物等であります。

（単位：百万円）

その他の項目

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結会計
年度

当連結会計
年度

前連結会計
年度

当連結会計
年度

前連結会計
年度

当連結会計
年度

減価償却費 1,911 1,978 30 59 1,941 2,038

減損損失 370 157 － 90 370 248

のれんの償却額 392 341 － － 392 341

持分法適用会社への
投資額

2,933 － － － 2,933 －

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

3,166 2,386 60 127 3,226 2,514

(注) 調整額は、全社資産に係るものであります。

 

【関連情報】

前連結会計年度(自平成27年４月１日 至平成28年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 
国内食料品事業

海外食料品
事業

中食その他
事業

合計お茶づけ・

ふりかけ類
スープ類 調理食品類 その他

外部顧客への売上高 15,616 20,768 25,728 5,766 － 11,312 79,193
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２　地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

三菱商事㈱ 60,020 国内食料品事業

 

 

 

当連結会計年度(自平成28年４月１日 至平成29年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 
国内食料品事業

海外食料品
事業

中食その他
事業

合計お茶づけ・

ふりかけ類
スープ類 調理食品類 その他

外部顧客への売上高 15,523 22,113 25,346 6,389 － 11,233 80,605

 

 

２　地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 北米 欧州 その他 合計

23,162 2,531 737 400 26,833

 

 

３　主要な顧客ごとの情報

　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

三菱商事㈱ 60,894 国内食料品事業

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

     (単位：百万円)

 国内食料品事業 海外食料品事業 中食その他事業 全社・消去 合計

減損損失 － － 370 － 370

 

当連結会計年度（自平成28年４月１日 至平成29年３月31日）

     (単位：百万円)

 国内食料品事業 海外食料品事業 中食その他事業 全社・消去 合計

減損損失 － － 157 90 248
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

     (単位：百万円)

 国内食料品事業 海外食料品事業 中食その他事業 全社・消去 合計

当期償却額 － － 392 － 392

当期末残高 － － 5,833 － 5,833

 

当連結会計年度（自平成28年４月１日 至平成29年３月31日）

     (単位：百万円)

 国内食料品事業 海外食料品事業 中食その他事業 全社・消去 合計

当期償却額 － － 341 － 341

当期末残高 － 7,135 5,490 － 12,625

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

（関連当事者情報）

関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度(自平成27年４月１日　至平成28年３月31日)

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資 本 金 又
は 出 資 金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 (％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

 
主要株主
 

 
三菱商事㈱
 

 
東京都
千代田区
 

 
204,446

 

 
総合商社
 

 
（被所有）
直接　11.70

 

 
当社商品の販売
原材料の購入
 

当 社 商 品
の 販 売

28,348 売掛金 ―

原 材 料 の
購 入

1,300 買掛金 ―

（注）１　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　商品の販売及び原材料の購入については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。

 

当連結会計年度(自平成28年４月１日　至平成29年３月31日)

　該当事項はありません。

 

（イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度(自平成27年４月１日　至平成28年３月31日)

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自平成28年４月１日　至平成29年３月31日)

　該当事項はありません。
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（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度(自平成27年４月１日　至平成28年３月31日)

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資 本 金 又
は 出 資 金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 (％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

 
主要株主
 

 
三菱商事㈱
 

 
東京都
千代田区
 

 
204,446

 

 
総合商社
 

 
（被所有）
直接　11.70
 

 
当社グループ
商品の販売
原材料の購入
 

当社グループ

商 品

の 販 売

31,671 売掛金 119

原 材 料 の
購 入

1,505 買掛金 246

（注）１　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　商品の販売及び原材料の購入については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。

 

当連結会計年度(自平成28年４月１日　至平成29年３月31日)

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資 本 金 又
は 出 資 金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 (％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

 
主要株主
 

 
三菱商事㈱
 

 
東京都
千代田区
 

 
204,446

 

 
総合商社
 

 
（被所有）
直接　11.70
 

 
当社グループ
商品の販売
原材料の購入
 

当社グループ

商 品

の 販 売

60,894 売掛金 120

原 材 料 の
購 入

2,767 買掛金 359

（注）１　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　　　２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　商品の販売及び原材料の購入については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。

 

 

（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 820.91円 870.53円

１株当たり当期純利益金額 35.19円 34.52円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益金

額(百万円)
1,265 1,241

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る当期純利益金額(百万円)
1,265 1,241

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,956 35,948

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高

（百万円）

当期末残高

（百万円）
利率（％） 担保 償還期限

㈱永谷園

ホールディングス

第２回無担保

普通社債
平成25年７月31日

5,000
(5,000)

－ 0.398 なし 平成28年７月29日

㈱永谷園

ホールディングス

第３回無担保

普通社債
平成28年７月28日 － 5,000 0.150 なし 平成33年７月28日

㈱永谷園

ホールディングス

第４回無担保

普通社債
平成28年７月28日 － 5,000 0.250 なし 平成35年７月28日

合計 － －
5,000
(5,000)

10,000 － － －

　　（注）１　（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２　連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内

（百万円）

１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

－ － － － 5,000

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率(％) 返済期限

短期借入金 6,500 14,454 0.5458 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 3,263 1,561 1.0936 ―

１年以内に返済予定のリース債務 380 357 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

7,665 8,683 1.1155
平成30年
から
平成38年

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

854 1,112 ―
平成30年
から
平成34年

その他有利子負債 － － ― ―

合計 18,663 26,168 ― ―

　（注）１　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額

は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 1,526 1,666 1,484 1,156

リース債務 285 229 150 72

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連

結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の

規定により記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高(百万円) 18,857 38,609 61,246 80,605

税金等調整前四半期(当期)

純利益金額(百万円)
891 1,690 3,602 2,529

親会社株主に帰属する四半期

(当期)純利益金額(百万円)
462 1,017 2,125 1,241

１株当たり四半期(当期)

純利益金額(円)
12.86 28.29 59.13 34.52

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は純損失金額(△)(円)
12.86 15.42 30.84 △24.61
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,263 5,125

原材料及び貯蔵品 2 0

前払費用 2 3

繰延税金資産 2 92

関係会社短期貸付金 ※ 2,746 ※ 3,376

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 ※ 30 ※ 30

その他 ※ 279 ※ 872

流動資産合計 9,326 9,502

固定資産   

有形固定資産   

建物 402 378

構築物 1 1

車両運搬具 19 13

工具、器具及び備品 111 107

土地 6,729 6,727

リース資産 58 61

建設仮勘定 10 －

有形固定資産合計 7,335 7,289

無形固定資産   

借地権 3 3

ソフトウエア 5 8

その他 6 6

無形固定資産合計 15 18

投資その他の資産   

投資有価証券 6,548 7,566

関係会社株式 25,188 31,132

関係会社出資金 152 331

関係会社長期貸付金 ※ 240 ※ 6,288

長期前払費用 39 25

前払年金費用 － 2

繰延税金資産 325 183

その他 598 674

貸倒引当金 △52 △51

投資その他の資産合計 33,040 46,153

固定資産合計 40,390 53,461

資産合計 49,716 62,964
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 6,500 14,378

1年内償還予定の社債 5,000 －

1年内返済予定の長期借入金 3,050 1,350

関係会社短期借入金 ※ 4,128 ※ 3,662

リース債務 12 16

未払金 ※ 55 ※ 257

未払費用 26 32

未払法人税等 27 23

賞与引当金 1 2

その他 22 177

流動負債合計 18,824 19,899

固定負債   

社債 － 10,000

長期借入金 6,450 7,950

リース債務 50 49

再評価に係る繰延税金負債 32 32

退職給付引当金 14 17

役員退職慰労引当金 26 38

その他 768 762

固定負債合計 7,342 18,851

負債合計 26,166 38,751

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,502 3,502

資本剰余金   

資本準備金 6,409 6,409

その他資本剰余金 59 59

資本剰余金合計 6,469 6,469

利益剰余金   

利益準備金 875 875

その他利益剰余金   

圧縮積立金 203 203

別途積立金 12,150 12,150

繰越利益剰余金 5,281 5,267

利益剰余金合計 18,509 18,496

自己株式 △2,070 △2,082

株主資本合計 26,411 26,386

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,165 1,953

繰延ヘッジ損益 － △99

土地再評価差額金 △4,027 △4,027

評価・換算差額等合計 △2,861 △2,173

純資産合計 23,549 24,213

負債純資産合計 49,716 62,964
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 29,457 －

営業収益 894 2,985

売上高及び営業収益合計 ※ 30,352 ※ 2,985

売上原価 ※ 16,651 －

売上総利益 13,701 2,985

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 1,307 －

広告宣伝費 1,222 －

販売促進費 5,951 －

給料及び賞与 1,241 －

役員退職慰労引当金繰入額 7 －

減価償却費 64 －

その他 2,203 －

販売費及び一般管理費合計 ※ 11,998 －

営業費用   

広告宣伝費 41 86

役員報酬 163 347

給料及び賞与 143 295

出向者負担金 116 237

賞与引当金繰入額 1 2

役員退職慰労引当金繰入額 8 16

減価償却費 28 55

支払報酬 72 287

その他 404 903

営業費用合計 ※ 981 ※ 2,230

営業利益 721 754

営業外収益   

受取利息 ※ 23 ※ 74

受取配当金 112 112

不動産賃貸料 ※ 139 97

その他 ※ 32 ※ 35

営業外収益合計 308 320

営業外費用   

支払利息 ※ 144 ※ 142

社債利息 19 19

社債発行費 － 62

為替差損 27 110

シンジケートローン手数料 23 61

不動産賃貸費用 ※ 43 ※ 43

その他 29 22

営業外費用合計 287 462

経常利益 741 612

特別損失   

減損損失 － 90

投資有価証券評価損 91 61

会員権売却損 7 －

事業撤退損 － 97

特別損失合計 99 250

税引前当期純利益 642 362

法人税、住民税及び事業税 224 6

法人税等調整額 44 △187

法人税等合計 269 △181

当期純利益 373 543
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

          (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

 
資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計 

圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 3,502 6,409 59 6,469 875 188 12,150 5,479 18,694 △2,065 26,600

当期変動額            

剰余金の配当        △557 △557  △557

税率変更による積立金の
調整額

     14  △14 －  －

当期純利益        373 373  373

自己株式の取得          △5 △5

自己株式の処分           －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

           

当期変動額合計 － － － － － 14 － △198 △184 △5 △189

当期末残高 3,502 6,409 59 6,469 875 203 12,150 5,281 18,509 △2,070 26,411

 

      

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算差額等合

計

当期首残高 1,659 － △3,406 △1,747 24,853

当期変動額      

剰余金の配当     △557

税率変更による積立金の
調整額

    －

当期純利益     373

自己株式の取得     △5

自己株式の処分     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△493 － △620 △1,114 △1,114

当期変動額合計 △493 － △620 △1,114 △1,303

当期末残高 1,165 － △4,027 △2,861 23,549
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当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

          (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

 
資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計 

圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 3,502 6,409 59 6,469 875 203 12,150 5,281 18,509 △2,070 26,411

当期変動額            

剰余金の配当        △557 △557  △557

税率変更による積立金の
調整額

          －

当期純利益        543 543  543

自己株式の取得          △11 △11

自己株式の処分   0 0      0 0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

           

当期変動額合計 － － 0 0 － － － △13 △13 △11 △24

当期末残高 3,502 6,409 59 6,469 875 203 12,150 5,267 18,496 △2,082 26,386

 

      

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算差額等合

計

当期首残高 1,165 － △4,027 △2,861 23,549

当期変動額      

剰余金の配当     △557

税率変更による積立金の
調整額

    －

当期純利益     543

自己株式の取得     △11

自己株式の処分     0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

787 △99 － 687 687

当期変動額合計 787 △99 － 687 663

当期末残高 1,953 △99 △4,027 △2,173 24,213
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

②　その他有価証券

　　時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)

　　時価のないもの…移動平均法による原価法

 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　月別移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

 

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　２～49年

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

 

(3) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

(4) 長期前払費用

　均等償却しております。

 

３　繰延資産の処理方法

社債発行費…支出時に全額費用処理しております。

 

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　当事業年度末保有の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2) 賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

 

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理することとしております。

 

 

EDINET提出書類

株式会社永谷園ホールディングス(E00469)

有価証券報告書

 89/102



(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給見積額を計上しております。

 

５　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を適用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしており、特例処理を採用しております。また、為

替予約及び通貨スワップについては、振当処理の要件を満たしているため、振当処理を採用しております。

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…金利スワップ、為替予約、通貨スワップ

　ヘッジ対象…借入金利息、外貨建予定取引(外貨建投資有価証券の取得)、借入金

 

(3) ヘッジ方針

　当社では社内規定に基づき、将来の金利変動リスク及び外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目

的で行っております。

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理の要件を満たす金利スワップ、振当処理によっている為替予約及び通貨スワップについては、有

効性の評価を省略しております。

 

６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当事業年度の費用として処理して

おります。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。
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（表示方法の変更）

（貸借対照表）

　前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「前払費用」は、金額的重要性が増したた

め、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務

諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「その他」に表示していた281百万円は、

「前払費用」2百万円、「その他」279百万円として組み替えております。

 

（損益計算書）

　前事業年度において、「営業費用」の「その他」に含めていた「出向者負担金」及び「支払報酬」は、金額

的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるた

め、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業費用」の「その他」に表示していた593百万円は、

「出向者負担金」116百万円、「支払報酬」72百万円、「その他」404百万円として組み替えております。

 

　前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「為替差損」は、金額的重要性が増したた

め、当事業年度より独立掲記することとしました。また、前事業年度において、独立掲記していた「営業外費

用」の「固定資産除却損」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「営業外費用」の「その

他」に含めております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っており

ます。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「固定資産除却損」に表示していた14百万

円、「その他」に表示していた42百万円は、「為替差損」27百万円、「その他」29百万円として組み替えてお

ります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当

事業年度から適用しております。

 

（貸借対照表関係）

※　関係会社に対する金銭債権、債務

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

短期金銭債権 2,781百万円 3,486百万円

長期金銭債権 240 6,288

短期金銭債務 4,145 3,667

 

 

（損益計算書関係）

※　関係会社との取引高

 
 
 

前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

営業取引による取引高   

　売上高及び営業収益 926百万円 2,985百万円

　仕入高及び営業費用 7,197 204

営業取引以外の取引高 36 26

 

 

（有価証券関係）

子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は28,198百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は22,254百万

円）及び関連会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は2,933百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は2,933百

万円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
 

当事業年度
（平成29年３月31日）

(1) 流動資産の繰延税金資産    

（繰延税金資産）    

未払事業税否認 0百万円 7百万円

繰延ヘッジ損失 －  44

繰越欠損金 －  18

その他 2  26

繰延税金資産合計 2  96

繰延税金負債との相殺 －  △3

繰延税金資産の純額 2  92

(繰延税金負債)    

未収還付事業税 －  3百万円

繰延税金負債合計 －  3

繰延税金資産との相殺 －  △3

繰延税金負債の純額 －  －

    

(2) 固定資産の繰延税金資産    

（繰延税金資産）    

分割に伴う子会社株式 609百万円 609百万円

長期未払金否認 220  218

投資有価証券評価損否認 193  202

会員権評価損否認 33  －

減損損失否認 －  37

繰越欠損金 －  82

その他 80  89

繰延税金資産小計 1,136  1,240

評価性引当額 △292  △253

繰延税金資産合計 844  986

繰延税金負債との相殺 △519  △802

繰延税金資産の純額 325  183

(繰延税金負債)    

その他有価証券評価差額金 429  712

圧縮積立金 89  89

繰延税金負債合計 519  802

繰延税金資産との相殺 △519  △802

繰延税金負債の純額 －  －

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
 

当事業年度
（平成29年３月31日）

法定実効税率 33.1％  30.9％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 10.9  11.5

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.2  △87.1

法人税額の特別控除額 △2.6  －

評価性引当額の増減 △8.4  △6.0

住民税均等割額 2.7  1.8

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 6.5  －

その他 0.9  △1.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.9  △50.1
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定

資産

建物 402 4 0 29 378 668

構築物 1 0 ― 0 1 13

車両運搬具 19 ― ― 6 13 65

工具、器具及び備品 111 2 1 5 107 119

土地
6,729

[△3,994]
―

2

(2)
―

6,727

[△3,994]
―

リース資産 58 17 ― 14 61 23

建設仮勘定 10 96
107

(88)
― ― ―

計
7,335

[△3,994]
121

110

(90)
56

7,289

[△3,994]
889

無形固定

資産

借地権 3 ― ― ― 3 ―

ソフトウエア 5 6 0 2 8 ―

その他 6 ― ― ― 6 ―

計 15 6 0 2 18 ―

　（注）１　「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２　「当期増加額」の主なものは、次のとおりであります。

　　　　　　「建　　　物」　　社内レイアウト変更　　　　 3百万円

　　　　　　「リース資産」　　社内ポータルシステム更新　11百万円

　　　　　　「ソフトウエア」　会計システム更新　　　　　 5百万円

３　［　］内は土地の再評価に関する法律（平成10年法律第34号）により行った土地の再評価に係る土地再評価

差額であります。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 52 ― 0 51

賞与引当金 1 2 1 2

役員退職慰労引当金 26 16 3 38
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（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

買取・売渡し手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他の

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して、これを行う。

公告掲載URL

http://www.nagatanien-hd.co.jp/

株主に対する特典
毎年３月31日現在１単元以上保有している株主に対し、3,000円相当の当社グ

ループ商品等を６月上旬に贈呈

(注)　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の

規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受

ける権利並びに単元未満株式の売渡し請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第63期）　　（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

 

平成28年６月30日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類 平成28年６月30日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

（第64期第１四半期）　（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

（第64期第２四半期）　（自平成28年７月１日　至平成28年９月30日）

（第64期第３四半期）　（自平成28年10月１日　至平成28年12月31日）

 

平成28年８月10日関東財務局長に提出

平成28年11月11日関東財務局長に提出

平成29年２月14日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会

における議決権行使の結果）に基づく臨時報告書

 

平成28年７月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の

異動）に基づく臨時報告書

平成28年７月20日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の

異動）及び同条同項第８号の２（子会社の取得）に基づく臨時報告書

平成28年12月２日関東財務局長に提出

(5) 臨時報告書の訂正報告書

平成28年７月20日提出の臨時報告書（特定子会社の異動）に係る訂正報

告書

平成29年１月20日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 平成２９年６月２９日

株式会社永谷園ホールディングス  

 

 取締役会　御中   

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 玉井　哲史　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 佐野　康一　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社永谷園ホールディングスの平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社永谷園ホールディングス及び連結子会社の平成２９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社永谷園ホールディン

グスの平成２９年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社永谷園ホールディングスが平成２９年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準

に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管して

おります。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

 平成２９年６月２９日

株式会社永谷園ホールディングス  

 

 取締役会　御中   

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 玉井　哲史　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 佐野　康一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社永谷園ホールディングスの平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第６４期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

永谷園ホールディングスの平成２９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管して

おります。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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